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★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　特許法　～　★

《　短答式筆記試験は、弁理士試験の天王山である　》

　　短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。しかも、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（足切り）が導入され、ますます厳しい試験になると予測されます。一方、論文式筆記試験の合格率は約２５％で安定しています。

　　弁理士試験の天王山は、論文式筆記試験から短答式筆記試験に移行したと言えるのではないでしょうか？
《　なぜ、体系別短答式過去問集は非効率な勉強ツールなのか？　》
　　短答式過去問集は必須の勉強ツールです。しかし、ひどく非効率です。これで難関の短答試験に短期合格するのは至難の業でしょう。ではなぜ、非効率な勉強ツールなのでしょうか？

　　① 解答の根拠条文があちらこちらに散在している ⇒ 条文の理解が進まない

　　② １問５肢をまとめて解くため、各肢の検討が甘くなる ⇒ 知識の高精度が進まない

　　③ １０年分は時間がかかり、５年分は抜けが多くなる ⇒ 短時間に高得点化できない

　　④ 出題される頻度（条文の重要性）が、直感的に分からない ⇒ 勉強効率が低下する

　　⑤ 条文集を参照し、条文集に書き込む必要がある　⇒　勉強効率が低下する

　　⑥ オリジナルレジュメ化するのに、膨大な努力を要する ⇒ 合格までに時間がかかる

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズの特徴　》

　★ 過去１１年分の過去問（約１１００肢）を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています

　　　　※条文別ではなく、原則として項別に問題を配置しています。
　　　　※過去１１年分で出題されていない論点は、過去１４年分の出題で補強しています。
　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします
　★　まとめ表や、便利な記憶法を多数掲載しています。
　　　　※電子ファイル版なら、オリジナルレジュメも簡単に作成できます。

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　　※星印で最近１０年間の出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆など）
　★　法改正部分などは、予想問題で補強しています。
　　　　※2016.12末時点の法律に対応しています。
　★　重複出題の論点は、さっと読み飛ばしてください。大幅に時短できます。
　★ 過去１４年間で出題されていない条項は勉強しないので、効率がアップできます
《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》
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第一章　総則
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（定義） 

第二条 

３  　この法律で発明について「実施」とは、次に掲げる行為をいう。 

一  　物（※１）の発明にあつては、その物の生産、使用、譲渡等（※２）、輸出若しくは輸入又は譲渡等の申出（※３）をする行為 
※１：　プログラム等を含む。以下同じ。

※２：　譲渡及び貸渡しをいい、その物がプログラム等である場合には、電気通信回線を通じた提供を含む。以下同じ。

※３：　譲渡等のための展示を含む。以下同じ。

二  　方法の発明にあつては、その方法の使用をする行為
三  　物を生産する方法の発明にあつては、前号に掲げるもののほか、その方法により生産した物の使用、譲渡等、輸出若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-５〕　特許権の侵害に関して。 

(ﾛ) 発明の実施行為の１つとして輸出をする行為が規定されているのは、特許法において属地主義の原則の例外が認められたことによるものである。 

（×）　第２条第３項。青本参照。属地主義には反しない。　

《参考：青本　特許法　第２条》

　　輸出行為自体は、国内で行われる行為であり、我が国の工業所有権の効力を直接的に海外における譲渡等の行為に対して及ぼすものではないため、属地主義には反しない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-48〕　特許権の効力等に関して。 

(ﾎ) 「プログラム」に係る特許発明の技術的範囲に属するプログラムを電気通信回線を通じて提供することを記載したパンフレットを頒布する行為には、当該特許発明についての特許権の効力は及ばない。

（×）　第２条第３項第１号。プログラムの譲渡等には、電気通信回線を通じた提供を含む。譲渡等の申出には、パンフレットを配布する行為を含む。よって、本行為は特許権の「実施」にあたり、特許権の効力が及ぶため、誤り。

《参考：　青本　特許法　第２条》

　　この「申出」は、発明に係る物を譲渡又は貸渡しのために展示する行為だけでなく、カタログによる勧誘やパンフレットの配布などを含む行為であるため、本項において従来の展示を含むものとして規定された。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-22〕　特許権の効力に関して。

５ 「洋菓子の製造装置」に係る発明の特許権がある場合、当該特許発明の技術的範囲に属する洋菓子の製造装置を使用して製造した洋菓子についても、その特許権の効力が及ぶ。

（×）　第２条第３項。第３号の「物を生産する方法の発明」にあっては、その方法により生産した物の使用、譲渡等に及ぶが、問題の場合は第１号の「物の発明」なので、「物の発明」により生産した物の使用、譲渡等には、その特許権の効力は及ばない。よって、誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許権の実施等に関して

１　物の発明において、譲渡には、プログラム等の電気通信回線を通じた提供を含む。

（○）　第２条第３項第１号かっこ書。

《参考：　青本　特許法　第２条》

　　譲渡及び貸渡しに、その物がプログラム等である場合には、電気通信回線を通じた提供を含めた行為をまとめて「譲渡等」と呼ぶこととされた。ここで「電気通信回線を通じた提供」が含まれる場合を、「物」が「プログラム等」である場合に限ったのは、「物」が有体物である場合には、その電気通信回線を通じた提供自体が観念できないからである。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※平成１６年度の出題

（期間の計算） 

第三条  　この法律又はこの法律に基く命令の規定による期間の計算は、次の規定による。 

一  　期間の初日は、算入しない。ただし、その期間が午前零時から始まるときは、この限りでない。 

二  　期間を定めるのに月又は年をもつてしたときは、暦に従う。月又は年の始から期間を起算しないときは、その期間は、最後の月又は年においてその起算日に応当する日の前日に満了する。ただし、最後の月に応当する日がないときは、その月の末日に満了する。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１６年度

〔H16-１〕　特許法に規定する期間に関して。

(ﾊ) 研究集会の予稿集が、２００４年２月２９日(日曜日)に発行された。この場合、発明の新規性の喪失の例外（特許法第３０条第２項)の規定の適用を受けるためには、２００４年８月３０日(月曜日)までに特許出願をしなければならない。 

（×）　その該当するに至つた日から六月以内に出願する必要がある（第３０条第２項）。第３条第１項第１号の規定により期間の初日は参入しないので、起算日は２００４年３月１日。６月後の末日は、２００４年８月３１日（火曜日）になる。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆ 

第三条
２  　特許出願、請求その他特許に関する手続（以下単に「手続」という。）についての期間の末日が行政機関の休日に関する法律 （昭和六十三年法律第九十一号）第一条第一項 各号に掲げる日に当たるときは、その日の翌日をもつてその期間の末日とする。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-55〕　特許法又に規定する期間に関して。 

４ 暦に従って計算した場合の特許権の存続期間の末日が、特許法第３条第２項に規定する行政機関の休日に関する法律(昭和６３年法律第９１号)第１条第１項各号に掲げる日に当たるときは、その日の翌日をもって当該特許権の存続期間が終了する。ただし、特許権の存続期間の延長登録はないものとする。 

（×）　第３条第２項。特許権の存続期間は、「特許出願、請求その他特許に関する手続についての期間」ではないので、その日に終了する。休日の翌日にはならない。

★★★☆☆☆☆☆☆☆

（期間の延長等） 
第四条  　特許庁長官は、遠隔又は交通不便の地にある者のため、請求により又は職権で、第四十六条の二第一項第三号、第百八条第一項、第百二十一条第一項又は第百七十三条第一項に規定する期間を延長することができる。
◆第４条のまとめ◆
① 第４６条の２第１項第３号
　その実用新案登録に係る実用新案登録出願又はその実用新案登録について、実用新案登録出願人又は実用新案権者でない者がした実用新案技術評価の請求に係る実用新案法第十三条第二項 の規定による最初の通知を受けた日から三十日を経過したとき。

② 第１０８条第１項
 第１０７条第一項の規定による第一年から第三年までの各年分の特許料は、特許をすべき旨の査定又は審決の謄本の送達があつた日から三十日以内に一時に納付しなければならない。

③ 第１２１条第１項
　拒絶をすべき旨の査定を受けた者は、その査定に不服があるときは、その査定の謄本の送達があつた日から三月以内に拒絶査定不服審判を請求することができる。

④ 第１７３条第１項
　再審は、請求人が取消決定又は審決が確定した後再審の理由を知つた日から三十日以内に請求しなければならない。 

◆　第４条の延長規定の覚え方　◆
▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
　延長は　四朗兄さん　⇒　４６条の２、１項、３号

　金入れ歯　⇒　お金、１０８条 （特許料の納付期限）

　拒絶に不服で　⇒　拒絶査定不服審判の請求 （第百二十一条第一項）

　再婚請求　⇒　再審請求 （第百七十三条第一項）　

　※四朗兄さんは、金の入れ歯が原因で離婚しましたが、不服なので、再婚請求しています。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-13〕　特許出願に関して。
５ 外国語書面出願において、特許庁長官は、その特許出願の日から１年４月以内に外国語書面及び外国語要約書面の日本語による翻訳文が特許庁長官に提出されていないことについて出願人に通知する場合、当該出願人が遠隔又は交通不便の地にある者であっても、経済産業省令で定める当該翻訳文の提出のための期間を特許法第４条の規定により延長することはできない。

（〇）　第４条。列挙されていない。
▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-５〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾆ) 特許庁長官は、遠隔又は交通不便の地にある者のため、請求により又は職権で、特許異議の申立ての期間を延長することができる。 

（×）　第４条。特許異議の申立ての期間（第１１３条）は、列挙されていない。

▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-14〕　特許出願についての拒絶査定不服審判に関して。 

４ 拒絶をすべき旨の査定を受けた者は、その査定の謄本の送達があった日から３月以内に拒絶査定不服審判を請求することができないことにつき、その責めに帰することができない理由がなくとも、その査定の謄本の送達があった日から３月経過後に拒絶査定不服審判を請求することができる場合がある。 

（○）　第４条。第１２１条第１項の期間は、延長される場合がある。

▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-58〕　実用新案登録に基づく出願に関して。
(ﾊ) 実用新案登録に係る実用新案登録出願又はその実用新案登録について、実用新案登録出願人又は実用新案権者でない者が実用新案技術評価の請求をした場合、実用新案権者は、その請求があった旨の最初の通知を受けた日から３０日を経過したときでも、その実用新案登録に基づく特許出願をすることができる場合がある。 

（○）　原則、第４６条の２第１項第３号の規定により、できない。しかし、その責めに帰することができない理由があれば、第４６条の２第３項の規定により可能である。また、第４条の規定により、期間が延長される場合もある。

▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-５〕　特許法に規定する期間に関して。

(ｲ) 特許庁長官は、遠隔の地にある特許出願人から、拒絶査定不服審判を請求することができる期間の経過後に当該期間の延長の請求がなされた場合、特許法の規定によっては当該期間を延長することができない。

（○）　第４条。法定期間の経過前に、延長の処分のあることが必要である。
《参考：　青本　特許法　第４条》

２〈延長〉

　　法定期間の経過前に延長の処分のあることが必要で、期間の経過後においては本条は適用されない。

《追完：　コトバンク》　※「延長」と「補完」の違いを意識する

　民法上は、必要な要件を欠くために効力をもたない法律行為が、あとで要件が補完されて、初めにさかのぼり、有効となること (たとえば無権代理行為の追認) 。このほか、不完全履行をした債務者が、のちにあらためて債務の本旨にかなった完全な給付をすることも追完という。

※延長の場合は、期間内に手続きをする必要があるが、追完の場合は期間を過ぎてから手続きできる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-５〕　特許法又は実用新案法に規定する期間に関して。

(ﾛ) 特許庁長官は、遠隔又は交通不便の地にない特許出願人から、特許法第１０８条第１項に規定する第１年から第３年までの各年分の特許料の納付すべき期間の経過前に当該期間の延長の請求がなされた場合、特許法の規定によっては当該期間を延長することができない。
（×）　第４条は、「遠隔又は交通不便の地にある者」に限定される。しかし、第１０８条第３項の規定を使えば、遠隔又は交通不便の地にない特許出願人でも延長できる。

▼延長は　四朗兄さん　金入れ歯　拒絶に不服で　再婚請求▼
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（期間の延長等） 

第五条   　特許庁長官、審判長又は審査官は、この法律の規定により手続をすべき期間を指定したときは、請求により又は職権で、その期間を延長することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾎ) 審査官は、特許法の規定により手続をすべき期間を指定したときは、請求により又は職権で、その期間を延長することができる。 

（○）　第５条。特許庁長官、審判長又は審査官ができる。審判官はできない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-５〕　特許法又は実用新案法に規定する期間に関して。

(ﾆ) 審査官が、特許出願人に対し、拒絶の理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えた場合、特許庁長官は、特許法の規定により職権でその期間を延長することができる。

（×）　審査官が指定した期間の延長は、審査官のみが延長することが出来る。　

《参考：　青本　第５条》

　　本条の場合は特許庁長官のほか、審判長及び審査官も自己の指定した期間又は期日については、延長又は変更の権限を有する。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第五条
２  　審判長は、この法律の規定により期日を指定したときは、請求により又は職権で、その期日を変更することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-18〕　特許法又は実用新案法に規定する口頭審理に関わる審判手続に関して。
１ 口頭審理の期日の当日に交通機関の災害があり、当事者の出頭が困難であると判断される場合、審判長は、職権で期日を変更することができる。
（〇）　第５条第２項。
《参考：　第１４５条第３項》　※この規定だけが該当している

　審判長は、第一項又は前項ただし書の規定により口頭審理による審判をするときは、その期日及び場所を定め、当事者及び参加人に対し、期日の呼出しを行わなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ｲ) 特許庁長官は、特許法の規定により期日を指定したときは、請求により又は職権で、その期日を変更することができる。
（×）　第５条第２項の規定により、審判長である。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※平成二十七年七月十日法律第五十五号で追加

第五条

３  　第一項の規定による期間の延長（※１）は、その期間が経過した後であつても、経済産業省令で定める期間内に限り、請求することができる。 

※１：　経済産業省令で定める期間に係るものに限る。

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（期間の延長の請求等の様式等）

第四条の二

５　特許法第五条第三項 の経済産業省令で定める期間に係るものは、次の各号に掲げるものとする。 

一　特許庁長官が指定した期間（※１）に係る延長

※１：　特許権の存続期間の延長登録の出願、特許異議の申立て又は審判、再審若しくは判定の請求に関する手続に関し特許庁長官が指定した期間を除く。

二　審査官が指定した期間（※１）に係る延長

※１：　特許法第百六十二条の規定による審査において同法第四十八条の七の規定により審査官が指定した期間並びに同法第六十七条の四 及び同法第百六十三条第二項において準用する同法第五十条の規定により審査官が指定した期間を除く。

６　特許法第五条第三項の経済産業省令で定める期間は、特許庁長官又は審査官が手続をすべきものとして指定した期間の末日（※１）の翌日から二月とする。

※１：　当該期間の末日が同法第三条第二項 の規定の適用を受けるときにあつては、同項 の規定の適用がないものとした場合における当該期間の末日

↑↑↑↑↑　【特許法施行規則】　↑↑↑↑↑
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する期間に関して。

１　特許庁長官が、この法律の規定により手続をすべき期間を指定したときは、その期間の経過後に当該期間の延長の請求をできる場合はない。

（×）　第５条第３項。請求できる場合がある。本来はできないが、第５項第３項は例外である。第４条に掲載した〔H18-５-(ｲ)〕の解説参照。

★★★☆☆☆☆☆☆☆
（法人でない社団等の手続をする能力） 
第六条  　法人でない社団又は財団であつて、代表者又は管理人の定めがあるものは、その名において次に掲げる手続をすることができる。 

一  　出願審査の請求をすること。 

二  　特許異議の申立てをすること。 

三  　特許無効審判又は延長登録無効審判を請求すること。 

四  　第百七十一条第一項の規定により特許無効審判又は延長登録無効審判の確定審決に対する再審を請求すること。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ｲ) 法人でない社団であって、代表者又は管理人の定めがあるものであっても、その名において、特許異議の申立てをすることはできない。 

（×）　第６条第１項第２号。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-47〕　特許法に規定する手続に関して。

２ 法人でない社団であって、代表者の定めがあるものは、その名において特許無効審判を請求することができる。 

（○）　第６条第１項第３号。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-１〕　特許法に規定する手続等に関して。 

(ｲ) 法人でない社団であって、代表者の定めがあるものは、その名において、特許発明の技術的範囲について、特許庁に対し、判定を請求することができる。

（×）　第６条に列挙されていない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-12〕　特許法に規定する手続に関して。

(ｲ) 法人でない社団であって、代表者の定めがあるものは、その名において特許無効審判を請求することができる。

（○）　第６条第１項第３号。

◆　第７条のまとめ　◆
	手続きをしたい者
	手続きができる者

	未成年者

成年被後見人
	法定代理人
※後見監督人があるときは、その同意を得なければならない。

　　ただし、その特許権に係る特許異議の申立て又は相手方が請求した審判若しくは再審について手続をするときは、同意が不要。

（例外）未成年者が独立して法律行為ができるときは、未成年者でも手続きができる。婚姻している場合など。

	被保佐人
	保佐人の同意を得た被保佐人
ただし、その特許権に係る特許異議の申立て又は相手方が請求した審判若しくは再審について手続をするときは、同意が不要。


◆　第１６条のまとめ　◆
	瑕疵のある手続き
	追認方法

	未成年者（独立して法律行為をすることができる者を除く。）又は

成年被後見人がした手続
	法定代理人が追認

（本人が手続をする能力を取得したときは、

　本人が追認）

	代理権がない者がした手続
	法定代理人が追認

（本人が手続をする能力を取得したときは、

　本人が追認）

	後見監督人がある場合において

法定代理人がその同意を得ないでした手続
	後見監督人の同意を得た法定代理人
又は手続をする能力を取得した本人が追認

	被保佐人が

保佐人の同意を得ないでした手続
	被保佐人が保佐人の同意を得て追認


※手続きをする主体と、追認できる主体は同一である（または本人）と覚える
★★★☆☆☆☆☆☆☆

（未成年者、成年被後見人等の手続をする能力）

第七条  　未成年者及び成年被後見人は、法定代理人によらなければ、手続をすることができない。ただし、未成年者が独立して法律行為をすることができるときは、この限りでない。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾎ) 未成年者は、原則として、法定代理人によらなければ特許無効審判を請求することができないが、未成年者が婚姻をしている場合は、その未成年者は特許無効審判を請求することができる。

（○）　 第７条第１項ただし書。青本の記載を参照。
《参考：青本　第７条》

　　未成年者が独立して法律行為をすることができるとき、たとえば、婚姻をしたときなど。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-47〕　特許法に規定する手続に関して。

１ 婚姻をしている未成年者は、法定代理人によらないで、特許無効審判を請求することができる。 

（○）　第７条第１項ただし書。未成年者は婚姻していれば、独立して法律行為ができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-１〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾛ) 年齢１３歳の少年甲(特許法第７条第１項ただし書きの「独立して法律行為をすることができる」者に当たらないものとする。)が発明をした場合、甲は、法定代理人の同意を得て、弁理士を代理人として選任し、手続をすることができる。

（×）　第７条第１項。法定代理人によらなければ、手続をすることができない。
★★★☆☆☆☆☆☆☆

第七条  

２  　被保佐人が手続をするには、保佐人の同意を得なければならない。 

３  　法定代理人が手続をするには、後見監督人があるときは、その同意を得なければならない。 

４  　被保佐人又は法定代理人が、その特許権に係る特許異議の申立て又は相手方が請求した審判若しくは再審について手続をするときは、前二項の規定は、適用しない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾊ) 被保佐人の特許権に係る特許に対して特許異議の申立てがされた場合、その被保佐人 は、保佐人の同意を得ることなく、その特許異議の申立てについて手続をすることができる。

（○）　第７条第４項

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。

３ 成年後見人は、成年被後見人に成年後見監督人があるときであっても、相手方が請求した審判についての手続は、成年後見監督人の同意を得ることなく行うことができる。 

（○）　第７条第４項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-47〕　特許法に規定する手続に関して。

３ 未成年者の法定代理人は、後見監督人があるときであっても、その同意を得ることなく、相手方が請求した特許無効審判について手続をすることができる。

（○）　第７条第４項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-12〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾆ) 被保佐人が被請求人である特許無効審判において、当該被保佐人は、保佐人の同意を得ることなしに、当該審判請求書の副本の送達の際に指定された期間内に答弁書を提出することができる。

（○）　第７条第２項、第４項。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（在外者の特許管理人） 

第八条  　日本国内に住所又は居所（法人にあつては、営業所）を有しない者（以下「在外者」という。）は、政令で定める場合を除き、その者の特許に関する代理人であつて日本国内に住所又は居所を有するもの（以下「特許管理人」という。）によらなければ、手続をし、又はこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定により行政庁がした処分を不服として訴えを提起することができない。 

↓↓↓↓↓　【特許法施行令】　↓↓↓↓↓

第一条   　特許法第八条第一項 の政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一  　特許管理人を有する在外者（法人にあつては、その代表者）が日本国に滞在している場合 

二  　在外者が特許出願（※１）その他経済産業省令で定める手続を自ら行う場合 

※１：　特許法第四十四条第一項の規定による特許出願の分割に係る新たな特許出願、同法第四十六条第一項又は第二項の規定による出願の変更に係る特許出願及び同法第四十六条の二第一項の規定による実用新案登録に基づく特許出願を除く。

三  　在外者が特許法第百七条第一項 の規定による第四年以後の各年分の特許料の納付をする場合

↑↑↑↑↑　【特許法施行令】　↑↑↑↑↑
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-１〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾎ) 日本国内に住所も居所も有しないで滞在もしていない日本人は、その日本人の特許に関する代理人であって日本国内に住所又は居所を有するものによらなければ、特許無効審判を請求することができない。

（○）　第８条第１項。青本の記載を参照。

《参考：　青本　特許法　第８条》

　　在外者という場合は、日本国民である場合と外国人である場合とを問わないので、日本国内に住所も居所も有しない日本人についても代理人が強制される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-15〕　特許法に規定する手数料等に関して。

５ 在外者甲が、特許管理人により、平成２０年４月１日(火)に特許出願をするとともに当該特許出願について出願審査の請求をし、その手数料を納付したが、特許法第１９５条第９項に規定する命令、通知又は査定の謄本の送達を受けることなく、平成２０年９月１日(月)に当該特許出願を取り下げた場合、甲が日本国内に滞在しているときであっても、甲は、特許管理人によらなければ、平成２１年２月２７日(金)に出願審査の請求の手数料の返還を請求することができない。
（×）　特許法施行令第１条より、在外者が日本国に滞在している場合は特許管理人によらなくても、本人が手続きをすることができるので誤り。返還関係の記載は、第１９５条第９項、第１０項より、正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成２７年改正

〔予想問題〕　特許法に規定する手続き等に関して。

１　在外者は、日本国に滞在していない場合でも、第四十四条第一項の規定による特許出願の分割に係る新たな特許出願をする場合は、特許管理人によらず、自ら手続きできる。

（×）　通常の特許出願はできるが、分割出願、変更出願などはできない。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第八条
２  　特許管理人は、一切の手続及びこの法律又はこの法律に基づく命令の規定により行政庁がした処分を不服とする訴訟について本人を代理する。ただし、在外者が特許管理人の代理権の範囲を制限したときは、この限りでない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。

４ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有しない者は、その者の特許に関する代理人であって日本国内に住所又は居所を有するものの代理権の範囲を制限することができる。 

（○）　第８条第２項。在外者は、特許管理人の代理権の範囲を制限することができる。

★★★★★★☆☆☆☆

（代理権の範囲） 

第九条  　日本国内に住所又は居所（法人にあつては、営業所）を有する者であつて手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なければ、特許出願の変更、放棄若しくは取下げ、特許権の存続期間の延長登録の出願の取下げ、請求、申請若しくは申立ての取下げ、第四十一条第一項の優先権の主張若しくはその取下げ、第四十六条の二第一項の規定による実用新案登録に基づく特許出願、出願公開の請求、拒絶査定不服審判の請求、特許権の放棄又は復代理人の選任をすることができない。 

《参考：　条文の読み方　》　※各条文で、確認してください。

①「若しくは」と「又は」

　・どちらも、「ＯＲ」を意味する場合に用いる。

　・「若しくは」のほうが、「又は」よりも小さいかたまりに用いる。

例：　Ａ若しくはＢ、又はＣ　→　(A or B) or C
②「及び」と「並びに」

　・どちらも、「ＡＮＤ」を意味する場合に用いる。

　・「及び」のほうが、「並びに」よりも小さいかたまりに用いる。

例：　単純なＡ＋Ｂのときは「Ａ及びＢ」

例：　３個になると「Ａ、Ｂ及びＣ」

例：　２段階なら「（Ａ及びＢ）並びにＣ」

例：　３段階なら「｛（Ａ及びＢ）並びにＣ｝並びにＤ」

《参考：　第９条の読み方》

・特許出願の変更、放棄若しくは取下げ

・特許権の存続期間の延長登録の出願の取下げ

・請求、申請若しくは申立ての取下げ

・第四十一条第一項の優先権の主張若しくはその取下げ

・第四十六条の二第一項の規定による実用新案登録に基づく特許出願

・出願公開の請求

・拒絶査定不服審判の請求

・特許権の放棄

・復代理人の選任

◆　第９条と第１４条の整理 ～ 不利益行為　◆

	手続き
	第９条
	第１４条

	特許出願の変更、放棄、取下げ
	○
	○

	特許権の存続期間の延長登録の出願の取下げ
	○
	○

	請求の取下げ、申請の取下げ、申立ての取下げ
	○
	○

	４１条１項の優先権の主張、取下げ
	○
	○

	４６条の２第１項の規定による実用新案登録に基づく特許出願
	○
	×

	出願公開の請求
	○
	○

	拒絶査定不服審判の請求
	○
	○

	特許権の放棄
	○
	×

	復代理人の選任
	○
	×


◆　第９条の不利益行為の覚え方　◆
▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
復代理　→　副代理人の選任

ほへとの出陣　→　放棄、変更、取り下げ、特許出願
延長と　→　延長登録の出願の取り下げ

優先の使徒　→　優先権の主張、取下げ

城に出し　→　４６条の２第１項の規定による実用新案登録に基づく特許出願

降伏請求　→　出願公開の請求、拒絶査定不服審判の請求
特権放棄　→　特許権の放棄
※こんな戦争のイメージです※
私の復代理人は、ほへと軍の出陣を延長することを伝えるために、

優先して選んだ使徒を、城に使いに出して、

降伏を請求し、特権の放棄を要求した。

○第１４条は、査定後の権利に係る手続きと、代理人のみがする手続きが除かれている。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-１〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾊ) 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有する者であって手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なければ、復代理人の選任をすることができない。

（○）　第９条。「復代理人の選任」は、特別の授権が必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾍ) 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有する者であって手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なければ、拒絶査定不服審判の請求をすることができない。

（○）　第９条。「拒絶査定不服審判の請求」は、特別の授権が必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。

５ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有する者であって特許出願をするものの委任による代理人が二人以上あるときに、そのうちのいずれか一人の代理人は、特許出願の取下げを行う授権を得て、単独で特許出願の取下げをすることができる。

（○）　第９条。「特許出願の取下げ」は、特別の授権が必要である。手続をする者の代理人が二人以上あるときは、第１２条により単独手続きが可能なので、正しい。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-47〕　特許法に規定する手続に関して。

４ 日本国内に住所又は居所を有する者であって手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なくても、出願公開の請求をすることができる。 

（×）　第９条。「出願公開の請求」は、特別の授権が必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-31〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ｲ) 日本国内に住所又は居所(法人に
あっては、営業所)を有する者であって手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なくても特許法第４６条の２第１項の規定による実用新案登録に基づく特許出願の取下げをすることができる。

（×）　第９条。「特許出願の取下げ」は、特別の授権が必要である。当然、特許法第４６条の２第１項の規定による実用新案登録に基づく「特許出願の取下げ」もできない。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾊ) 日本国内に住所又は居所を有する者であって手続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なくとも、特許法第４１条第１項の規定による国内優先権の主張をすることができる。

（×）　第９条。「国内優先権の主張」は、特別の授権が必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-12〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾛ) 日本国内に住所を有する特許出願人の委任による代理人甲、乙両名に、当該特許出願に係る拒絶査定不服審判の請求をするための特別の授権が与えられた場合、甲は、単独では当該特許出願に係る拒絶査定不服審判の請求をすることができない。

（×）　第９条。「拒絶査定不服審判の請求」は、特別の授権が必要である。手続をする者の代理人が二人以上あるときは、第１２条により単独手続きが可能なので、、誤り。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（代理権の不消滅） 

第十一条  　手続をする者の委任による代理人の代理権は、本人の死亡若しくは本人である法人の合併による消滅、本人である受託者の信託に関する任務の終了又は法定代理人の死亡若しくはその代理権の変更若しくは消滅によつては、消滅しない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-１〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ｲ) 本人が未成年者であり、かつ独立して法律行為をすることができるものでなかったときに、法定代理人が委任した代理人の代理権は、本人が成年に達しても消滅しない。

（○）　第１１条。手続をする者の委任による代理人の代理権は、代理権の消滅によっては消滅しない。

《参考：　青本　特許法　第１１条》

　本条のように委任による代理人がある場合に本人の死亡等により代理権は消滅しないものとしても、委任の目的範囲は当初から明確であることから考えて、相続人その他の者が不測の損害をこうむるとは思われない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。 

１ 特許権者甲から特許権に関する手続について委任を受けた代理人乙がいる場合、甲が死亡した後に乙がした手続の効力は、甲が有する特許権を相続により承継した者丙に及ぶ。 

（○）　第１１条。手続をする者の委任による代理人の代理権は、本人の死亡によっては消滅しない。また、第２０条により、手続の効力は、その特許権その他特許に関する権利の承継人にも及ぶので、正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-12〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾊ) 手続をする者の委任による代理人の代理権は、本人の死亡によっては、消滅しない。

（○）　第１１条。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（代理人の個別代理） 

第十二条  　手続をする者の代理人が二人以上あるときは、特許庁に対しては、各人が本人を代理する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。

５ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有する者であって特許出願をするものの委任による代理人が二人以上あるときに、そのうちのいずれか一人の代理人は、特許出願の取下げを行う授権を得て、単独で特許出願の取下げをすることができる。

（○）　特許出願の取下げを行う授権に関しては、第９条により正しい。複数代理人の規定は、第１２条により単独で手続きが可能なので、正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-47〕　特許法に規定する手続に関して。

５ 特許出願人の委任による代理人が２人以上あるとき、２人以上の代理人の共同代理によってのみ特許出願人が代理されるべき旨の定めがあっても、特許庁長官がするべき手続は、その２人以上の代理人のうちいずれか１人に対してすれば、当該特許出願人に対してしたと同じ効果が生じる。

（○）　第１２条。双方向の手続きに関する規定である。

《参考：　青本　特許法　第１２条》

　　出願人、請求人等が特許庁に対して手続をする場合二人以上の代理人のうち一人がすれば本人がしたと同じような効果が生ずるわけであるが、

　　逆に特許庁からする手続についても二人以上の代理人のうちの一人に対してすれば本人に対してしたと同じような効果を生ずることになる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する手続に関して。

１ 特許出願人の委任による代理人が２人以上あり、２人以上の代理人の共同代理によってのみ特許出願人が代理されるべき旨の定めがある場合、一人の代理人が行った特許庁に対する手続きは、無効である。

（×）　第１２条は、強行規定である。ただし書等で、例外規定が設けられていない。

《参考：　青本　特許法　第１２条》

　　民事訴訟法五六条一項は本条と同趣旨の規定をしているが、同法はさらに二項として「当事者が前項の規定と異なる定めをしても、その効力を生じない」と規定し一項の規定が強行規定であることを明らかにしている。特許法においてはこの二項のような規定は設けられていないが、本条は民事訴訟法の場合と同様強行規定と解すべきものである。したがって、本人が二人以上の代理人の共同代理によってのみ代理されるべき旨の定めをしても手続上無効である。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（代理人の改任等） 

第十三条  　特許庁長官又は審判長は、手続をする者がその手続をするのに適当でないと認めるときは、代理人により手続をすべきことを命ずることができる。 

２  　特許庁長官又は審判長は、手続をする者の代理人がその手続をするのに適当でないと認めるときは、その改任を命ずることができる。 

３  　特許庁長官又は審判長は、前二項の場合において、弁理士を代理人とすべきことを命ずることができる。 

４  　特許庁長官又は審判長は、第一項又は第二項の規定による命令をした後に第一項の手続をする者又は第二項の代理人が特許庁に対してした手続を却下することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-35〕　特許法に規定する特許出願、請求その他特許に関する手続について。

２ 特許庁長官又は審判長は、手続をする者がその手続をするのに適当でないと認めるときは、その手続を却下した上で、代理人により手続をすべきことを命ずることができる。

（×）　第１３条第１項、第４項。代理人により手続をすべきことをる命令をした後の手続きは、却下することができる。 その手続を却下した上で、代理人により手続をすべきことを命ずるのではない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-１〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾊ) 審判長は、手続をする者の代理人がその手続をするのに適当でないと認めた。このとき、審判長は、代理人の改任を命ずることができる。 

（○）　第１３条第２項。

★★★★★☆☆☆☆☆

（複数当事者の相互代表） 

第十四条  　二人以上が共同して手続をしたときは、特許出願の変更、放棄及び取下げ、特許権の存続期間の延長登録の出願の取下げ、請求、申請又は申立ての取下げ、第四十一条第一項の優先権の主張及びその取下げ、出願公開の請求並びに拒絶査定不服審判の請求以外の手続については、各人が全員を代表するものとする。ただし、代表者を定めて特許庁に届け出たときは、この限りでない。

→　第９条にまとめ表あり

◆補足説明◆
　　ただし書きは、直前の「各人が全員を代表するものとする」にかかっている。つまり、代表者を定めた場合には、「代表者が全員を代表する」のである。特許出願の変更などの手続きを、代表者が単独でできるのではない。代表者を定めても、これらの手続きは全員で行う必要がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-１〕　特許出願に関する優先権に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

５ 複数の者が共同して特許出願をしたときは、代表者を定めて特許庁に届出をしている場合を除き、特許法第４３条に規定されるパリ条約による優先権主張の手続については、各人が全員を代表してこれをすることができる。

（○）　第１４条。「パリ条約による優先権主張」は、第１４条に列挙されていないので、各人が代表して手続きできる。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-58〕　特許出願の変更に関して。
(ﾎ) 複数の者が共同して特許出願をしたときは、代表者を定めて特許庁に届け出をしている場合を除き、特許出願の変更の手続については、各人が全員を代表してこれをすることができる。

（×）　第１４条。「特許出願の変更」は、第１４条に列挙されているので、全員での手続きが必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾛ) 甲及び乙が共同して特許出願を行い、その後、甲を代表者に定めて特許庁に届け出たときは、当該共同出願についての拒絶査定不服審判の請求は、代表者の甲が単独で行うことができる。

（×）　第１４条。「拒絶査定不服審判の請求」は、第１４条に列挙されているので、全員での手続きが必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-３〕　特許出願についての拒絶査定不服審判に関して。 

３ 共有に係る特許を受ける権利に基づく特許出願についての拒絶査定に対し、共有者全員で拒絶査定不服審判を請求する場合、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、当該補正は審判請求と同時に行わなければならないから、代表者を定めて特許庁長官に届け出たときであっても、当該補正は共有者全員でしなければならない。

（×）　第１４条。「拒絶査定不服審判の請求」は、第１４条に列挙されているので、全員での手続きが必要である。

「補正」は、第１４条の列挙されていないので、各人が代表して手続きできる。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ｲ) ２人以上が共同して特許出願をし、代表者を定めて特許庁に届け出たときは、その代表者のみでその特許出願の取下げを行うことができる。

（×）　第１４条。「特許出願の取下げ」は、第１４条に列挙されているので、全員での手続きが必要である。

▼復代理　ほへとの出陣　延長と　優先の使徒　城に出し　降伏請求　特権放棄▼
★★★☆☆☆☆☆☆☆

（手続をする能力がない場合の追認） 

第十六条  　未成年者（独立して法律行為をすることができる者を除く。）又は成年被後見人がした手続は、法定代理人（本人が手続をする能力を取得したときは、本人）が追認することができる。 

２  　代理権がない者がした手続は、手続をする能力がある本人又は法定代理人が追認することができる。 

３  　被保佐人が保佐人の同意を得ないでした手続は、被保佐人が保佐人の同意を得て追認することができる。 

４  　後見監督人がある場合において法定代理人がその同意を得ないでした手続は、後見監督人の同意を得た法定代理人又は手続をする能力を取得した本人が追認することができる。 

→　第7条にまとめ表あり
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-１〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾛ) 後見監督人がある場合において法定代理人がその同意を得ないでした手続は、後見監督人の同意を得た法定代理人又は手続をする能力を取得した本人が追認することができ、手続をした時にさかのぼって有効となる。 

（○）　第１６条第４項。追認の遡及効については、参考を参照。

《参考：　青本　第１６条》

１〈追認〉

　　民事訴訟法三四条二項の場合と同様未成年者、無権代理人等が手続をした時にさかのぼって有効となるものであり、追認の時から有効となるのではない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾊ) 後見監督人がある場合において法定代理人がその同意を得ないでした手続は、後見監督人が追認することができる。 

（×）　第１６条第４項の規定により、後見監督人は追認できない。後見監督人の同意を得た法定代理人又は手続をする能力を取得した本人が追認する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾛ) 成年被後見人が自らした発明について、法定代理人によらずに自ら特許出願をしたときは、法定代理人による追認がない限り、当該出願手続が有効となることはない。

　ただし、後見監督人はないものとする。

（×）　第１６条第１項かっこ書。本人が手続をする能力を取得したときは、本人が追認することができるので、誤り。

★★★★☆☆☆☆☆☆
（手続の補正） 

第十七条  　手続をした者は、事件が特許庁に係属している場合に限り、その補正をすることができる。ただし、次条から第十七条の五までの規定により補正をすることができる場合を除き、願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面若しくは要約書、第四十一条第四項若しくは第四十三条第一項（※１）に規定する書面又は第百二十条の五第二項若しくは第百三十四条の二第一項の訂正若しくは訂正審判の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲若しくは図面について補正をすることができない。

※１：　 第四十三条の二第二項（第四十三条の三第三項において準用する場合を含む。）及び第四十三条の三第三項において準用する場合を含む。

２  　第三十六条の二第二項の外国語書面出願の出願人は、前項本文の規定にかかわらず、同条第一項の外国語書面及び外国語要約書面について補正をすることができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-6〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

２ 外国語書面出願の出願人は、外国語書面についての誤記の訂正を目的とする場合には、外国語書面の補正をすることができる。
（×）　第１７条第２項。外国語書面及び外国語要約書面は、補正をすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-36〕　特許法に規定する明細書等の補正について。ただし、・・・（国際出願ではない）。

(ｲ) 外国語書面出願の出願人は、外国語要約書面について補正をすることができる。

（×）　第１７条第２項。外国語書面及び外国語要約書面について補正をすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-25〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

(ｲ) 外国語書面出願の出願人は、外国語書面及び外国語要約書面について、明白な誤記の訂正を目的とする場合であっても、常に、補正をすることができない。

（○）　第１７条第２項。外国語書面及び外国語要約書面について補正をすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾆ) 外国語書面出願の出願人は、当該外国語書面及び外国語要約書面を添付した願書の記載について補正をすることができない。

（×）　第１７条第２項。「願書の記載」は挙げられていないので、誤り。補正できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-２〕　外国語書面出願に関して。

(ﾆ) 外国語書面出願の出願人は、当該外国語書面について補正をすることができる場合はない。

（○）　第１７条第２項。外国語書面及び外国語要約書面について補正をすることができない。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（手続の補正） 

第十七条
３  　特許庁長官は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、手続の補正をすべきことを命ずることができる。 

一  　手続が第七条第一項から第三項まで又は第九条の規定に違反しているとき。 

二  　手続がこの法律又はこの法律に基づく命令で定める方式に違反しているとき。 

三  　手続について第百九十五条第一項から第三項までの規定により納付すべき手数料を納付しないとき。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-57〕　特許法第１６２条に規定する審査（以下 「前置審査」という。）に関して。 

(ﾛ) 前置審査において、審査官が審判請求書と同時に提出された手続補正書の一部が外国語をもって記載されていることを発見した場合、その審査官は手続の補正を命ずることができる。 

（×）　手続補正書の一部が外国語をもって記載されていることは、方式違反である。方式違反は、前置審査においても特許庁長官の補正命令になる。

　審判官の合議体（第１３６条）が形成された後の方式審査においては、第１３３条の規定により審判長が補正命令を出すが、前置審査の段階では審判官の合議体が形成されていないため、第１７条第３項第２号が適用される。

《参考：　第１３７条第１項のかっこ書に注意》

第百三十七条  　特許庁長官は、各審判事件（第百六十二条の規定により審査官がその請求を審査する審判事件にあつては、第百六十四条第三項の規定による報告があつたものに限る。）について前条第一項の合議体を構成すべき審判官を指定しなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-26〕　特許法第１６２条に規定する審査（「前置審査」）に関して。

(ﾊ) 前置審査において、審査官が、審判請求書が不適法なものであると認めたときは、その審査官は、請求人に対し、審判請求書の補正を命じなければならない。

（×）　第１７条第３項第２号。[H24-57-(ﾛ)]の解説参照。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-19〕　特許出願についての拒絶査定不服審判における前置審査に関して。

(ﾛ) 前置審査において、審査官が、審判の請求に係る拒絶をすべき旨の査定を取り消し、特許をすべき旨の査定をしようとする場合に、審判の請求書が不適法なものであると認められたときは、その審査官は、請求人に対して、その審判の請求書の補正を命じることができる。

（×）　第１７条第３項第２号。命じるのは、「審査官」ではなく「特許庁長官」である。[H24-57-(ﾛ)]の解説参照。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第十七条

４  　手続の補正（手数料の納付を除く。）をするには、次条第二項に規定する場合を除き、手続補正書を提出しなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-51〕　特許法に規定する手続に関して。 

(ﾆ) 手続の補正をするには、誤訳訂正書を提出する場合を除き、必ず手続補正書を提出しなければならない。

（×）　第１７条第４項かっこ書。手数料の納付手続きに関しても、手続補正書を提出しなくても良い。
★★★★★☆☆☆☆☆

（願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の補正）

第十七条の二  　特許出願人は、特許をすべき旨の査定の謄本の送達前においては、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる。ただし、第五十条の規定による通知を受けた後は、次に掲げる場合に限り、補正をすることができる。 

一  　第五十条（※１）の規定による通知（以下この条において「拒絶理由通知」という。）を最初に受けた場合において、第五十条の規定により指定された期間内にするとき。 

※１：　第百五十九条第二項（第百七十四条第二項において準用する場合を含む。）及び第百六十三条第二項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。

二  　拒絶理由通知を受けた後第四十八条の七の規定による通知を受けた場合において、同条の規定により指定された期間内にするとき。 

三  　拒絶理由通知を受けた後更に拒絶理由通知を受けた場合において、最後に受けた拒絶理由通知に係る第五十条の規定により指定された期間内にするとき。 

四  　拒絶査定不服審判を請求する場合において、その審判の請求と同時にするとき。
《参考：　第１７条の２の、各項の内容》

◆　第１７条の２：各項の内容の覚え方　◆
▼補正時期　誤訳の訂正　最初の書　シフト補正に　４号・独立▼
　第１項：　補正時期

　第２項：　誤訳の訂正

　第３項：　最初の書

　第４項：　シフト補正に　※拒絶理由通知後の制限
　第５項：　４号　※最後の拒絶理由通知後の制限
　第６号：　独立　※第５項第２号にのみ、制限を加える
◆　第１７条の２：第１項の補正時期の覚え方　◆
▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼　

　柱書　：　特査前

　第１号：　最初の５０で　※５０条の最初の拒絶理由通知
　第２号：　シワなくて（第４８条の７）　※５０才でシワがない若い人。
　第３号：　最後の５０で　※５０条の最後の拒絶理由通知
　第４号：　不服と同時
◆　第１７条の２：最後の拒絶理由通知の覚え方　◆
▼後拒理通　初拒理通の　補正より　通知が必要　拒絶理由のみ▼
　原則として、最初の拒絶理由に対する補正により通知することが必要となった拒絶理由“のみ”を通知するものである。（青本　特許法　第１７条の２より）　　※“のみ”が重要。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-51〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。

４ 特許出願人は、最初の拒絶理由通知を受ける前であれば、特許法第４８条の７の規定による通知（文献公知発明に係る情報の記載についての通知）を受け、同条の規定により意見書を提出する機会として指定された期間が経過した後でも、明細書等の補正をすることができる。

（○）　第１７条の２第１項柱書、第２号。第４８条の７の規定による通知による制限はない。第２号のように拒絶理由通知を受けた場合は、指定された期間内に制限される。
▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-31〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

(ﾎ) 最初の拒絶理由通知を受ける前に、特許法第４８条の７の規定による通知（文献公知発明に係る情報の記載についての通知）を受けた場合においては、最初の拒絶理由通知を受けるまでは、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面についての補正をすることはできない。

（×）　第１７条の２第１項柱書。特許をすべき旨の査定の謄本の送達前、かつ、最初の拒絶理由通知を受ける前は、いつでも補正可能である。
▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面又は要約書の補正に関して。　ただし、特に文中に示した場合を除いて、・・・（特殊事情はない）。

(ｲ) 審判長が拒絶査定不服審判の請求人に対し期間を指定して審判請求書の補正をすべきことを命じた場合、請求人は、その指定期間内にこの命令に応じて手続補正書を提出し、当該手続補正書により、当該審判請求書及び特許請求の範囲について補正をすることができる。

（×）　第１７条の２第１項各号に挙げられていないので、補正できない。
▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-36〕　特許法に規定する明細書等の補正について。ただし、・・・（国際出願ではない）。

(ﾎ) 特許出願人は、審査官がした拒絶をすべき旨の査定に対して拒絶査定不服審判を請求する場合、その査定の謄本の送達があった日から３月以内であれば、その審判の請求と同時でなくても、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる。

（×）　第１７条の２第１項第４号。拒絶査定不服審判を請求する場合は、その審判の請求と同時に補正しなければならない。

▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-８〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 

１ 外国語書面出願の出願人は、最後の拒絶理由通知を受ける前は、いつでも、誤訳訂正書を提出して、誤訳の訂正を目的とする補正をすることができる。

（×）　第１７条の２第１項ただし書。最初の拒絶理由通知を受けた以降は、期間が制限される。
▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-25〕　特許出願の審査に関して。 

(ﾊ) 拒絶理由が通知されていない特許出願について、明細書に文献公知発明に関する情報の所在の記載がない旨の通知を受けた。この場合、当該特許出願の出願人は、指定された期間内に意見書を提出することはできるが、明細書の補正をすることはできない。ただし、当該通知は拒絶理由の通知に併せてされたものではないものとする。

（×）　第１７条の２第１項柱書、２号。拒絶理由が通知される前でも後でも、指定された期間内に明細書を補正できる。

▼特査前　最初の５０で　シワなくて　最後の５０で　不服と同時▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-18〕　特許出願の審査における拒絶理由の通知等に関して。

(ﾛ) 最初の拒絶理由通知において指定された期間内に特許請求の範囲についての補正がなされた場合であっても、その後にされる拒絶理由通知が、最後の拒絶理由通知となるとは限らない。

（○）　第１７条の２第１項第３号。青本の記載を参照。補正しなかった請求項に対する拒絶理由などは、最後の拒絶理由通知にならない場合がある。
▼後拒理通　初拒理通の　補正より　通知が必要　拒絶理由のみ▼
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第十七条の二
２  　第三十六条の二第二項の外国語書面出願の出願人が、誤訳の訂正を目的として、前項の規定により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、その理由を記載した誤訳訂正書を提出しなければならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-２〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面についての補正に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。 

４ 外国語書面出願に関し、最後の拒絶理由通知において指定された期間内に特許請求の範囲について補正をする場合、その補正が、誤訳の訂正を目的とするものであるときは、当該拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものに限られないが、誤記の訂正を目的とするものであるときは、当該拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものに限られる。

（×）　誤訳の訂正に関しては、正しい。誤記の訂正に関しては、第１７条の２第５項の規定により、当該拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものに限られないので、誤り。

《参考：　平成６年　改正本》

　最後の拒絶理由通知後の補正であっても、特許請求の範囲に影響しない発明の詳細な説明についての誤訳の訂正は可能であり、また、誤訳の訂正を目的とする補正であっても、併せて第５項各号に規定する目的を有している結果、審査のやり直しにつながらないような補正である場合には、上記の趣旨からみて補正は認められる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-36〕　特許法に規定する明細書等の補正について。ただし、・・・（国際出願ではない）。

(ﾛ) 外国語書面出願の出願人が、誤訳の訂正を目的として、明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、誤訳の訂正の理由を記載した誤訳訂正書を提出し、所定の手数料を納付しなければならない。

（○）　第１７条の２第２項。手数料に関しては、第１９５条第２項。

★★★★☆☆☆☆☆☆

第十七条の二 

３  　第一項の規定により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、誤訳訂正書を提出してする場合を除き、願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面（※１）に記載した事項の範囲内においてしなければならない。 

※１：　第三十六条の二第二項の外国語書面出願にあつては、同条第八項の規定により明細書、特許請求の範囲及び図面とみなされた同条第二項に規定する外国語書面の翻訳文（※１Ａ）。第三十四条の二第一項及び第三十四条の三第一項において同じ。

※１Ａ：誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、翻訳文又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-6〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

４ 外国語書面出願において、誤訳訂正書により明細書、特許請求の範囲又は図面の補正をした後、最初の拒絶理由通知を受けた。このとき、手続補正書により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができるのは、誤訳訂正書により補正された明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてする場合に限られる。
（×）　第１７条の２第３項かっこ書。（・・・翻訳文又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面）とあるので、最初に提出した翻訳文の範囲内でも補正可能である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-6〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

５ 願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲に発明イ及び発明ロが記載されている特許出願について、出願審査の請求と同時に発明イに係る請求項を削除する補正をした。その後、最初の拒絶理由通知を受けた場合、発明ロに係る請求項を削除して、発明イに係る請求項を加える補正をすることができる。 ただし、発明イと発明ロは特許法第37条に規定する発明の単一性の要件を満たす一群 の発明に該当する。

（〇）　第１７条の２第３、４項。最初の拒絶理由通知なので、第１７条の２第３、４項を満たせばよい。第４項は、題意より満たしている。第３項は、“願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内において”補正すれば満たすので、正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面（以下「明細書等」と いう。）の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。

３ 特許出願が外国語書面出願である場合、その特許出願人は、最初の拒絶理由通知を受ける前及び最初の拒絶理由通知において指定された期間内のいずれにおいても、外国語書面の翻訳文に記載した事項の範囲内であれば、明細書等の補正をすることができる。 

（○）　第１７条の２第３項かっこ書。外国語書面出願にあつては、外国語書面の翻訳文に記載した事項の範囲内である。

　なお、「誤訳訂正書を提出してする場合」は、外国語書面の翻訳文に記載した事項の範囲を超えた補正が可能である。なお、誤訳訂正書を提出してする場合であっても、外国語書面に記載した事項の範囲を超えた場合は、第４９条第６号（原文新規事項）の拒絶理由を有することになる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-２〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面についての補正に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。 

２ 特許出願の分割に係る新たな特許出願について補正をした場合、もとの特許出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてしたものであっても、その補正が特許法第１７条の２第３項の要件（いわゆる新規事項の追加の禁止）を満たしていないとして拒絶の理由が通知されることがある。

（○）　第１７条の２第３項。分割出願は、”新たな特許出願”であるため、新規事項の追加の禁止の判断は、分割出願の「願書に最初に添付した明細書」等で判断される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-８〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

５ 外国語書面出願について、誤訳訂正書により明細書、特許請求の範囲又は図面の補正をした後、最初の拒絶理由通知を受けた。当該通知において指定された期間内に手続補正書により明細書、特許請求の範囲又は図面の補正をするに際しては、誤訳訂正書により補正された明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内でのみ補正をすることができる。

（×）　第１７条の２第３項のかっこ書。誤訳訂正書を提出して明細書等の補正をした場合にあつては、最初に提出した翻訳文、又は当該補正後の明細書等、に記載した事項の範囲内で補正できる。つまり、最初に提出した翻訳文の範囲内でも補正できるので、誤り。
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第十七条の二

４  　前項に規定するもののほか、第一項各号に掲げる場合において特許請求の範囲について補正をするときは、その補正前に受けた拒絶理由通知において特許をすることができないものか否かについての判断が示された発明と、その補正後の特許請求の範囲に記載される事項により特定される発明とが、第三十七条の発明の単一性の要件を満たす一群の発明に該当するものとなるようにしなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面（以下「明細書等」と いう。）に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。

５ 最初の拒絶理由通知を受ける前にした補正は、補正前の特許請求の範囲に記載される事項により特定された発明とその補正後の特許請求の範囲に記載される事項により特定される発明とが、特許法第３７条の発明の単一性の要件を満たす一群の発明に該当していない場合、特許法第１７条の２第４項に規定する要件（いわゆる技術的特徴の異なる別発明への補正の禁止）を満たしていないとして、拒絶の理由が通知されることがある。

（×）　第１７条の２第４項。シフト補正が禁止されるのは、「第１項各号に掲げる場合において」であるから、最初の拒絶理由通知を受けた後の補正である。最初の拒絶理由通知を受ける前にした補正について、第１７条の２第４項違反の拒絶理由通知はないので、誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-31〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

(ｲ) 最初の拒絶理由通知を受けた場合において、特許法第５０条の規定により指定された期間内にする特許請求の範囲についての補正は、いわゆる新規事項を追加するものでない限り認められる。

（×）　第１７条の２第４項。いわゆるシフト補正も認められない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面又は要約書の補正に関して。　ただし、特に文中に示した場合を除いて、・・・（特殊事情はない）。

(ﾛ) 特許出願人は、出願審査の請求と同時に特許請求の範囲について補正をする場合、その補正は、補正前の特許請求の範囲に記載される事項により特定される発明とその補正後の特許請求の範囲に記載される事項により特定される発明とが、特許法第３７条の発明の単一性の要件を満たす一群の発明に該当するものとなるようにしなければならない。

（×）　第１７条の２第４項が該当するのは、「第一項各号に掲げる場合」、すなわち「拒絶理由通知」を受けた後である。出願審査の請求と同時に補正する場合は、まだ「拒絶理由通知」を受けていないので、第１７条の２第４項の制限を受けない。

★★★★★★☆☆☆☆

第十七条の二

５  　前二項に規定するもののほか、第一項第一号、第三号及び第四号に掲げる場合（※１）において特許請求の範囲についてする補正は、次に掲げる事項を目的とするものに限る。 

※１：　同項第一号に掲げる場合にあつては、拒絶理由通知と併せて第五十条の二の規定による通知を受けた場合に限る。
一  　第三十六条第五項に規定する請求項の削除 

二  　特許請求の範囲の減縮
（第三十六条第五項の規定により請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定するものであつて、その補正前の当該請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課題が同一であるものに限る。） 

三  　誤記の訂正 

四  　明りようでない記載の釈明
（拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものに限る。） 

６  　第百二十六条第七項の規定は、前項第二号の場合に準用する。

◆　第１７条の２：第５項の覚え方　◆
▼項削除　範囲の減縮　誤記訂正　明りょう拒理通　２産・課・独立▼
　第１号：　項削除

　第２号：　範囲の減縮、２産・課・独立（２号・産業・課題・独立）

　第３号：　誤記訂正

　第４号：　明りょう拒理通
◆　第１７条の２：第６項の独立特許要件　◆
【出典】　特許・実用新案　審査基準　第４部　第４章　２．２
【原文】

補正後発明が独立して特許を受けることができるか否かは、

以下の規定に基 づき判断されるものとする。

(1) 発明該当性及び産業上の利用可能性(第２９条第1項柱書) 

(2) 新規性(第２９条第１項) 

(3) 進歩性(第２９条第２項) 

(4) 拡大先願(第２９条の２) 

(5) 不特許事由(第３２条) 

(6) 記載要件(第３６条第４項第１号及び第６項第１号から第３号まで)

(7) 先願(第３９条第１項から第４項まで)

▼独立は　２９、２９の２、３９セット　公序良俗　山賊の城▼

　　　　　　（ニキュー、にくのに、サンキュウセット）

　・２９、２９の２、３９セット　※ここまで先願３セット

　・公序良俗：　３２条

　・山賊の城：　３６条の第４項、第６項

　　※山賊の城で、公序良俗は守られてないでしょうね！
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-6〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

１ 最初の拒絶理由通知と共に特許法第50条の２の規定による通知（既に通知された拒絶理由と同一である旨の通知）を受けた場合において、特許法第50条の規定により指定された期間内にする特許請求の範囲についての補正は、特許法第17条の２第３項の規定 （いわゆる新規事項の追加の禁止）に加えて、同条第４項の規定（発明の特別な技術的特徴を変更する補正の禁止）に反するものでない限り認められる。
（×）　第１７条の２第５項。最初の拒絶理由通知と共に特許法第50条の２の規定による通知を受けた場合は、第５項、第６項の規定も適用される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-6〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

３ 最後の拒絶理由通知に対して、特許請求の範囲について誤記の訂正のみを目的とする補正がなされた場合、審査官は補正後の特許請求の範囲に記載されている事項により特定される発明が特許出願の際独立して特許を受けることができるかどうかを判断し、当該発明が特許出願の際独立して特許を受けることができないものであるときには、決定をもってその補正を却下しなければならない。 
（×）　第１７条の２第６項。独立特許要件（第６項）が適用されるのは、第５項第２号の場合だけである。
▼項削除　範囲の減縮　誤記訂正　明りょう拒理通　２産・課・独立▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-8〕　特許出願の審査及び出願公開に関して。
(ﾆ) 最後の拒絶理由通知に対してした特許請求の範囲についての補正であって、明りょうでない記載の釈明のみを目的とし、当該最後の拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものである場合、補正後の請求項に記載した発明が特許法第29条第２項の規定（いわゆる進歩性）により特許を受けることができないときは、そのことを理由 として、当該補正は却下される。
（×）　第１７条の２第５，６項。いわゆる独立特許要件（第６項）は、明りょうでない記載の釈明には課されない。よって、補正違反ではなく、第５３条の補正却下にはならない。（補正を認めたうえで、拒絶査定になると思われる。）
▼独立は　２９、２９の２、３９セット　公序良俗　山賊の城▼
▼項削除　範囲の減縮　誤記訂正　明りょう拒理通　２産・課・独立▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-20〕　特許出願の審査及び出願の公開に関して。

(ﾆ) 最後の拒絶理由通知を受けた特許出願人がした特許請求の範囲についての補正が、明瞭でない記載の釈明のみを目的とするものであって、最後の拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項についてするものである場合において、補正後の発明が特許出願の際独立して特許を受けることができないときは、当該補正は却下される。ただし、最後の拒絶理由通知とは、特許法第１７条の２第１項第３号に規定する最後に受けた拒絶理由通知をいうものとする。

（×）　第１７条の２第５項、第６項。独立特許要件（第１２６条第７項）は、第１７条の２第５項第２号に適用される。第４号ではない。

▼項削除　範囲の減縮　誤記訂正　明りょう拒理通　２産・課・独立▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-36〕　特許法に規定する明細書等の補正について。ただし、・・・（国際出願ではない）。

(ﾊ) ２以上の発明を包含する特許出願Ａの一部を分割して新たな特許出願Ｂとした場合において、Ｂについて最初の拒絶理由通知を受け、指定された期間内に特許出願人が特許請求の範囲について補正をするときであっても、最後の拒絶理由通知を受けたときと同様、特許法第１７条の２第５項各号に掲げる事項を目的とする補正に限られることがある。 

（○）　第１７条の２第５項柱書かっこ書。第５０条の通知と併せて、第５０条の２の通知を受けた場合は、第１７条の２第５項柱書かっこ書の規定により、最後の拒絶理由通知を受けたときと同様の補正に限られる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-８〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

２ 特許出願について最後の拒絶理由通知を受け、指定された期間内に補正をした場合において、その補正が、いわゆる新規事項を追加するものでなく特許請求の範囲の減縮を目的とするものであっても、当該補正が特許法第１７条の２第６項で準用する同法第１２６条第７項に規定する要件(独立特許要件)を満たすか否かにかかわらず却下されることがある。 

（○）　第１７条の２第５項第２号かっこ書。その補正前の当該請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課題が同一であるものに限られる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-25〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

(ﾛ) 特許法第１７条の２第１項第３号に規定する最後に受けた拒絶理由通知に対して特許請求の範囲について補正がされた場合において、審査官は、当該補正の目的にかかわらず、常に、補正後における特許請求の範囲に記載されている事項により特定される発明が特許出願の際独立して特許を受けることができるか否か判断し、当該発明が特許出願の際独立して特許を受けることができないものであるときは、決定をもってその補正を却下しなければならない。

（×）　第１７条の２第６項。独立特許要件は、第１７条の２第５項第２号にのみ適用される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-41〕　特許出願についての拒絶査定不服審判及び前置審査に関して。

３ 拒絶査定不服審判の請求人が、その審判の請求と同時に特許請求の範囲の減縮を目的として、特許請求の範囲について補正をする場合、発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課題を変えなければ、補正前の請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定するものでなくとも、その補正をすることができる。

（×）　第１７条の２第５項第２号かっこ書。請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定するものである必要がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-59〕　特許出願に関して。

(ﾛ) 特許出願人は、拒絶査定不服審判の請求と同時に特許請求の範囲について補正を行う場合、願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてするものであれば、拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示された事項についてするものでなくとも、明りょうでない記載の釈明を目的とする補正を行うことができる。

（×）　拒絶査定不服審判の請求と同時にする補正は、第１７条の２第１項第４号に該当し、第１７条の２第５項の制限も課せられる。同項第４号かっこ書により、明りようでない記載の釈明に関しては、拒絶理由通知に係る拒絶の理由に示す事項に限られるので、誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-59〕　特許出願に関して。

(ﾆ) 特許出願人は、拒絶査定不服審判の請求と同時に特許請求の範囲について補正を行う場合、願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてするものであれば、特許請求の範囲の減縮を目的として、請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を追加するいかなる補正であっても行うことができる。

（×）　拒絶査定不服審判の請求と同時にする補正は、第１７条の２第１項第４号に該当し、第１７条の２第３～６項の制限が課せられる。第５項第２号かっこ書により、特許請求の範囲の減縮を目的に補正する場合には、

・第三十六条第五項の規定により請求項に記載した発明を特定するために必要な事項を限定するものであつて、

・その補正前の当該請求項に記載された発明とその補正後の当該請求項に記載される発明の産業上の利用分野及び解決しようとする課題が同一であるもの

・第１２６条第７項の規定（独立特許要件）
に限られるので、いかなる補正であっても行うことができることあない。誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-18〕　特許出願の審査における拒絶理由の通知等に関して。

(ｲ) 最後の拒絶理由通知において指定された期間内に特許請求の範囲についてした補正が、誤記の訂正のみを目的とするものに該当する場合、その補正は、当該補正後の特許請求の範囲に記載した事項により特定される発明が特許出願の際独立して特許を受けることができないものであることを理由として却下されることはない。

（○）　第１７条の２第６項の独立特許要件は、誤記の訂正（第１７条の２第５項第３号）には課せられないため、独立特許要件で却下されることはない。よって、正しい。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（要約書の補正） 

第十七条の三  　特許出願人は、経済産業省令で定める期間内に限り、願書に添付した要約書について補正をすることができる。 

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（要約書の補正の期間） 

第十一条の二の二  　特許法第十七条の三 の経済産業省令で定める期間は、特許出願の日（※１）から一年四月（※２）とする。

※１：　同法第四十一条第一項 、第四十三条第一項、第四十三条の二第一項（同法第四十三条の三第三項 において準用する場合を含む。）又は第四十三条の三第一項若しくは第二項の規定による優先権の主張を伴う特許出願にあつては、当該優先権主張の基礎とした出願の日のうち最先の日。以下「優先日」という。

※２：　特許出願（同法第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願を除く。）の願書に添付した要約書を補正する場合にあつては出願公開の請求があつた後の期間を除き、

国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求のあつた同法第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願であつて国際公開がされているものの願書に添付された要約書を補正する場合にあつては出願審査の請求があつた後の期間を除く。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-31〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

(ﾛ) 出願審査の請求後においては、要約書の補正が認められることはない。 

（×）　出願審査の請求は、要約書の補正の期間の要件にはない。早期に審査請求すれば、請求後においても要約書の補正が認められる場合もある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面又は要約書の補正に関して。　ただし、特に文中に示した場合を除いて、・・・（特殊事情はない）。

(ﾊ) 特許出願人は、出願公開の請求があった後であっても、特許出願の日から１年４月以内であれば、願書に添付した要約書について補正をすることができる。

（×）　原則は１年４月以内であるが、出願公開の請求があった後の期間は除かれる。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　【予想問題】
（訂正に係る明細書、特許請求の範囲又は図面の補正）  

第十七条の五  　特許権者は、第百二十条の五第一項又は第六項の規定により指定された期間内に限り、同条第二項の訂正の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

１ 特許異議の申立てについての審判において、特許権者が、第１２０条の５第２項の訂正の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができるのは、第１２０条の５第１項において指定された期間内（特許の取消しの理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会）に限られる。 

（×）　第１７条の５。第１２０条の５第１項だけでなく、第１２０条の５第６項の規定により指定された期間内にも補正できる。

《参考：　第１２０条の５第１項、第６項》

１　審判長は、取消決定をしようとするときは、特許権者及び参加人に対し、特許の取消しの理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えなければならない。
６　審判長は、第二項の訂正の請求が同項ただし書各号に掲げる事項を目的とせず、又は第九項において読み替えて準用する第百二十六条第五項から第七項までの規定に適合しないときは、特許権者及び参加人にその理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えなければならない。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第十七条の五
２  　特許無効審判の被請求人は、第百三十四条第一項若しくは第二項、第百三十四条の二第五項、第百三十四条の三、第百五十三条第二項又は第百六十四条の二第二項の規定により指定された期間内に限り、第百三十四条の二第一項の訂正の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-51〕　特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲、図面又は要約書の補正に関して。　ただし、特に文中に示した場合を除いて、・・・（特殊事情はない）。

(ﾆ) 特許無効審判の被請求人が、特許法第１３４条第１項に基づいて指定された期間内に、答弁書を提出するとともに、明細書、特許請求の範囲又は図面の訂正を請求した場合、特許法第１３４条の２第５項に規定される通知（いわゆる訂正拒絶理由通知）において指定される期間内でなければ、当該訂正の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするこ とができない。 

（×）　第１７条の５第２項。その他にも補正可能な時期がある。

《参考：　特許無効審判の被請求人が、訂正した明細書等について補正できる時期》

・第百三十四条第一項　⇒　審査請求書の副本の送達に伴う答弁書提出期間

・第百三十四条第二項

　　　　⇒　請求理由の補正に係る手続補正書の副本の送達に伴う答弁書提出期間

・第百三十四条の二第五項　⇒　訂正拒絶理由通知に対する応答期間

・第百三十四条の三　⇒　審決取消し判決に伴う指定期間

・第百五十三条第二項　⇒　職権審理の結果の通知に対する応答期間

・第百六十四条の二第二項　⇒　審決予告をするときの指定期間

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

 第十七条の五
３  　訂正審判の請求人は、第百五十六条第一項の規定による通知がある前（同条第三項の規定による審理の再開がされた場合にあつては、その後更に同条第一項の規定による通知がある前）に限り、訂正審判の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-８〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

３ 訂正審判において、請求人が、訂正審判の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができるのは、訂正拒絶理由通知(特許法第１６５条に規定する通知をいう。)において指定された期間内に限られる。 

（×）　第１７条の５第３項。審理終結通知（第１５６条第１項）がある前に限られる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-41〕　特許法に規定する手続に関して。

３ 訂正審判において、特許法第１５６条第１項に規定する審理の終結の通知があった後であっても、当該訂正審判の請求書に添付した訂正した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をすることができる場合がある。

（○）　第１７条の５第３項かっこ書。第１５６条第三項の規定による審理の再開がされた場合にあつては、その後更に同条第一項の規定による通知がある前に、補正できる。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（手続の却下） 

第十八条  　特許庁長官は、第十七条第三項の規定により手続の補正をすべきことを命じた者が同項の規定により指定した期間内にその補正をしないとき、又は特許権の設定の登録を受ける者が第百八条第一項に規定する期間内に特許料を納付しないときは、その手続を却下することができる。

２  　特許庁長官は、第十七条第三項の規定により第百九十五条第三項の規定による手数料の納付をすべきことを命じた特許出願人が第十七条第三項の規定により指定した期間内にその手数料の納付をしないときは、当該特許出願を却下することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-31〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾆ) 特許権の設定の登録を受ける株式会社甲が、特許法第１０８条第１項(特許料の納付期限)に規定する期間内に特許料を納付しない場合、特許庁長官は、当該特許出願を却下することができる。

（○）　第１８条第１項。この場合の「手続の却下」は、「特許出願の却下」に該当する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許法に規定する手続等に関して。

１ 特許権の設定の登録を受ける株式会社甲が、特許法第１０８条第１項(特許料の納付期限)に規定する期間を過ぎて特許料を納付した場合、特許庁長官は、当該特許出願を却下しなければならない。
（×）　第１８条第１項。却下するかどうかは、特許庁長官の裁量である。

《参考：　青本　特許法　第１８条》

　　本項では「却下することができる。」と規定してあり、却下するか否かは特許庁長官の裁量権に属するのである。たとえば、三〇日の指定期間が経過した翌日に手続の補正がされ、その補正がされた状態において手続を続行することが諸般の事情から考えてなんら支障がないような場合は却下することなく、補正を認めて続行することも可能なわけである。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（不適法な手続の却下） 

第十八条の二  　特許庁長官は、不適法な手続であつて、その補正をすることができないものについては、その手続を却下するものとする。ただし、第三十八条の二第一項各号に該当する場合は、この限りでない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-31〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。 

(ﾆ) 願書に明細書を添付しないで特許出願をしたとき、特許庁長官は、相当の期間を指定して、願書に明細書を添付するように手続の補正を命じなければならない。

（×）　第１８条の２第１項。補正をすることができないので、手続きを却下する。

 ↓

（×）　※H２７法改正。第１８条の２第１項ただし書。第３８条の２第１項第３号に該当するため、特許庁長官より補完の通知がなされる（第３８条の２第２項）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-41〕　特許出願についての拒絶査定不服審判及び前置審査に関して。

２ 拒絶査定不服審判の請求人が、その審判の請求と同時にその請求に係る特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について補正の手続をしたが、その手続が不適法であって、補正をすることができないものである場合は、その請求は前置審査に付されることはない。

（○）　第１８条の２第１項。特許庁長官により手続きが却下されるので、前置審査に付されることはない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許法に規定する手続きに関して。

１　特許出願人の氏名若しくは名称の記載がない場合、特許庁長官は、不適法な手続であつて、その補正をすることができないものとして、その手続を却下するものとする。

（×）　第１８条の２第１項ただし書。第３８条の２第１項各号に該当する場合は除かれている。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許法に規定する手続きに関して。

１　在外者が、特許管理人によらずに、明細書を補正すことを目的とした手続き補正書を提出した場合、特許庁長官は、その手続を却下しなければならない。

（○）　第１８条の２第１項。第８条。

《参考：　審判便覧　21.08 不適法な手続の却下》

　(7) 在外者が日本国内に住所（居所）を有する代理人によらないで手続をしたと き（特§8） 

《参考：　青本　特許法　第１８条の２》

　　〈却下するものとする〉

　　特許法一八条（手続の却下）の規定では「却下することができる」としているのに対して、本条では「却下するものとする」としているのは、本条が不適法でかつ補正不能な手続についての却下処分の原則的な規定であり、そのような手続については他の方法をとる裁量の余地がないことによる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許法に規定する手続きに関して。

１　特許出願の願書が英語で記載されていた場合、特許庁長官は、その手続を却下しなければならない。

（○）　第１８条の２第１項。特許法施行規則　第２条。
《参考：　特許法施行規則　》

（書面の用語等）

第二条　書面（次項に規定するものを除く。）は、法令に別段の定めがある場合を除き、日本語で書かなければならない。

《参考：　審判便覧　21.08 不適法な手続の却下》

　(6) 日本語で書かれていない書面によって手続したとき（特施規§2①） 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（願書等の提出の効力発生時期） 

第十九条  　願書又はこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定により特許庁に提出する書類その他の物件であつてその提出の期間が定められているものを郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律 （※１）第二条第六項 に規定する一般信書便事業者若しくは同条第九項 に規定する特定信書便事業者の提供する同条第二項 に規定する信書便（以下「信書便」という。）の役務であつて経済産業省令で定めるものにより提出した場合において、その願書又は物件を日本郵便株式会社の営業所（※２）に差し出した日時を郵便物の受領証により証明したときはその日時に、その郵便物又は信書便法第二条第三項 に規定する信書便物（以下この条において「信書便物」という。）の通信日付印により表示された日時が明瞭であるときはその日時に、その郵便物又は信書便物の通信日付印により表示された日時のうち日のみが明瞭であつて時刻が明瞭でないときは表示された日の午後十二時に、その願書又は物件は、特許庁に到達したものとみなす。 

※１：　平成十四年法律第九十九号。以下この条において「信書便法」という。

※２：　郵便の業務を行うものに限る。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１８年度
〔H18-12〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾎ) 出願公開の請求書を郵便により提出した場合において、特許出願人が日本郵便株式会社の営業所（郵便の業務を行うものに限る）にその請求書を差し出した日時を当該郵便物の受領証により証明したときは、その日時に当該請求書が特許庁に到達したものとみなされる。

（×）　第１９条。第１９条の規定は、「その提出の期間が定められているもの」を郵送する場合である。ここで、「出願公開の請求書」は期間が定められていない（第６４条の２）ので、一般原則に従い、到達主義になる。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（手続の効力の承継） 
第二十条  　特許権その他特許に関する権利についてした手続の効力は、その特許権その他特許に関する権利の承継人にも、及ぶものとする。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-５〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾛ) 特許無効審判において、特許権者甲が証拠調べを申し立てた後その特許権を乙に移転 した。この場合、乙が特許権の移転後に新たな証拠調べの申立てをしなくとも、当該審

判において、証拠調ベの申立てがあったものとして取り扱われる。 

（○）　第２０条。手続きの効力は、特許権の承継人にも及ぶ。

《参考：青本　第２０条》

　　無効審判において特許権者甲が証拠調べを申し立てた後その特許権を乙に移転した場合は、その申立の効力は乙に承継され、特許庁は特許権の移転後も証拠調べの申立てがあったものとして取り扱わなければならないのである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-31〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾛ) 特許無効審判を請求した甲が証拠調べを申し立てた後に死亡した場合、甲の当該申立ての効力はその承継人には及ばない。

（×）　第２０条。〔H27-５-(ﾛ)]の解説参照。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（手続の中断又は中止） 

第二十三条   　特許庁長官又は審判官は、中断した審査、特許異議の申立てについての審理及び決定、審判又は再審の手続を受け継ぐべき者が受継を怠つたときは、申立てにより又は職権で、相当の期間を指定して、受継を命じなければならない。 

２  　特許庁長官又は審判官は、前項の規定により指定した期間内に受継がないときは、その期間の経過の日に受継があつたものとみなすことができる。 

３  　特許庁長官又は審判長は、前項の規定により受継があつたものとみなしたときは、その旨を当事者に通知しなければならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-１〕　特許法に規定する手続に関して。

(ﾆ) 特許庁長官又は審判官は、中断した審査、審判又は再審の手続を受け継ぐべき者が受継を怠ったときは、申立てにより又は職権で、相当の期間を指定して、受継を命じなければならない。

（○）　第２３条第１項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-31〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾊ) 審判官は、中断した審判の手続を受け継ぐべき者が受継を怠ったときは、申立てにより又は職権で、相当の期間を指定して、受継を命じなければならず、指定した期間内に受継がないときは、その期間の経過の日に受継があったものとみなすことができる。この場合、審判官は、受継があったものとみなしたときは、その旨を当事者に通知しなければならない。

（×）　第２３条第１項、第２項部分は正しい。第３項部分の通知をするのは、「審判官」ではなく「審判長」である。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（外国人の権利の享有） 

第二十五条  　日本国内に住所又は居所（法人にあつては、営業所）を有しない外国人は、次の各号の一に該当する場合を除き、特許権その他特許に関する権利を享有することができない。 

一  　その者の属する国において、日本国民に対しその国民と同一の条件により特許権その他特許に関する権利の享有を認めているとき。 

二  　その者の属する国において、日本国がその国民に対し特許権その他特許に関する権利の享有を認める場合には日本国民に対しその国民と同一の条件により特許権その他特許に関する権利の享有を認めることとしているとき。 

三  　条約に別段の定があるとき。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-15〕　最高裁判例　昭和５２．２．１４「東ドイツ事件」に関して。　※一部、問題を編集 
　「特許法第２５条は、外国人の特許権及び特許に関する権利の享有につき[ α ]を定めたものであるが、同条にいう『その者の属する国』はわが国によって外交上承認された国家に限られるものではなく、また、外交上の未承認国に対し右 [ α ]の適用を認めるにあたってわが国政府によるその旨の決定及び宣明を必要とするものでもないとした原審の判断は、正当として是認することができ、原判決に所論の違法はない。」 

　次のＡからＤまでは、前述の「原判決」の理由のある段落の文章を順不同に並び替えたものである。[ α ]に入る語句は何か？また、次のＡからＤまでを正しい順序に並び変えよ。 

Ａ この点に関し、被告は、未承認国に対し右[ α ]の適用が認められるにはわが国政府によるその旨の決定、宣明が必要であると主張するが、わが実定法規はかような手続要件につきなんらの規定を設けていないばかりでなく、これを必要とすると解釈すべき根拠も見出すことはできないから、たとい未承認国であつても法所定の各要件を充足していると認められる限り、当然にこれにつき[ α ]の適用があるものというべきである。 

Ｂ ところで、商標法第７７条によつて準用せられる特許法第２５条は、「〔注 条文の引用は略〕」と規定し、いわゆる[ α ]を認めている。 

Ｃ けだし、ある国を外交上国家として承認するか否かは外交政策上の問題たるに止まり、その国が国家としての実質的要件、すなわち一定の領土及び人民のうえに、これを支配する永続的かつ自立的な政治組織を具有している場合であつて、わが国民に対しても特許権及び特許に関する権利の享有を保障するに足る法秩序が形成されている場合には、その国の国民に対しても特許権及び特許に関する権利の享有を認めることが、[ α ]を定めた同条の趣旨にそうゆえんであり、また、いわゆるパリ条約の定める平等主義の建前からみても相当だからである。 

Ｄ その立法趣旨は、特許権及び特許に関する権利の享有に関し、日本国民に対し、自国民と同一の法律上の地位を与える国の国民に対しては、国際互譲の見地から、わが国においても、日本国民と同一の法律上の地位を与えようとするものであるが、同条にいわゆる「国」が、わが国によつて外交上承認された国家だけを指称するものと解するのは相当ではない。

正解：　[ α ]は「相互主義」が入り、正しい順序はＢ→Ｄ→Ｃ→Ａ 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-32〕　特許協力条約及びマドリッド協定の議定書に基づく国際出願の場合以外で、日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有しない外国人（以下、「甲」という） が、日本国内での特許権、実用新案権、商標権又は意匠権（以下、「工業所有権」という）の取得を行うことができる場合に関して。 

(ｲ) 甲が、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定の加盟国の国民である場合。  

(ﾛ) 甲の属する国において、日本国民に対しその国民と同一の条件により、工業所有権の取得を認めている場合。 

(ﾊ) 甲の属する国において、日本国がその国民に対し工業所有権の取得を認めている場合には、日本国民に対しその国民と同一の条件により、工業所有権の取得を認めることとしている場合。 

(ﾆ) 日本と甲の属する国との二国間条約により、甲に内国民待遇が認められている場合。

（イ：○）　３号に該当する

（ロ：○）　１号に該当する

（ハ：○）　２号に該当する

（ニ：○）　３号に該当する

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（特許原簿への登録） 

第二十七条  　次に掲げる事項は、特許庁に備える特許原簿に登録する。 

一  　特許権の設定、存続期間の延長、移転、信託による変更、消滅、回復又は処分の制限 

二  　専用実施権の設定、保存、移転、変更、消滅又は処分の制限 

三  　特許権又は専用実施権を目的とする質権の設定、移転、変更、消滅又は処分の制限 

四  　仮専用実施権の設定、保存、移転、変更、消滅又は処分の制限 

２  　特許原簿は、その全部又は一部を磁気テープ（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録して置くことができる物を含む。以下同じ。）をもつて調製することができる。 

３  　この法律に規定するもののほか、登録に関して必要な事項は、政令で定める。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-27〕　特許等の無効に関して。

(ﾊ) 特許権侵害訴訟の判決において、当該特許が特許無効審判により無効にされるべきものと認められ、その判決が確定した。この場合、その旨が特許原簿に登録されることはない。

（○）　第２７条第１項に列挙されていない。第２７条第３項の政令である特許登録令にも挙げられていない。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（特許証の交付） 

第二十八条  　特許庁長官は、特許権の設定の登録があつたとき、第七十四条第一項の規定による請求に基づく特許権の移転の登録があつたとき、又は願書に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは図面の訂正をすべき旨の決定若しくは審決が確定した場合において、その登録があつたときは、特許権者に対し、特許証を交付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-53〕　特許権又は実施権に関して。 

４ 特許がその発明について特許を受ける権利を有しない甲の特許出願に対してされた場合、当該特許に係る発明について特許を受ける権利を有する乙は、経済産業省令で定めるところにより、甲に対し、特許権の移転を請求することができ、当該請求に基づく特許権の移転の登録があったときは、特許庁長官は、乙に対し、特許証を交付する。

（○）　第２８条。第７４条第１項の規定による請求に基づく特許権の移転の登録があつたとき。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第二十八条  

２  　特許証の再交付については、経済産業省令で定める。 

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

第六十七条   　特許証をよごし、損じ、または失つたときは、特許証の交付を受けた者は、特許証の再交付を請求することができる。ただし、よごし、または損じた場合は、その特許証を提出しなければならない。 

↑↑↑↑↑　【特許法施行規則】　↑↑↑↑↑
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-１〕　特許法に規定する手続等に関して。

(ﾎ) 特許証は、紛失しても、再交付を請求することができない。

（×）　第２８条第２項。再交付できる。
第二章　特許及び特許出願
★★★☆☆☆☆☆☆☆

（特許の要件） 

第二十九条  　産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発明について特許を受けることができる。 

一  　特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明 

二  　特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明 

三  　特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となつた発明 

２  　特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が前項各号に掲げる発明に基いて容易に発明をすることができたときは、その発明については、同項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。

◆　特許・実用新案　審査基準　第３部より抜粋　◆

□第２９条第１項柱書

　１．発明であること

　　・発明とは、「自然法則を利用した技術的思想の 創作のうち高度のもの」

　　・「発明」に該当しないものの類型

　　　①自然法則自体

　　　②単なる発見であって創作でないもの

　　　③自然法則に反するもの

　　　④自然法則を利用していないもの

　　　⑤技術的思想でないもの

　　　⑥発明の課題を解決するための手段は示されているものの、

　　　　　その手段によっては、課題を解決することが明らかに不可能なもの

　

２．産業上利用することができる発明であること

　　・産業上の利用可能性の要件を満たさない発明の類型

　　　①人間を手術、治療又は診断する方法の発明

　　　②業として利用できない発明

　　　③実際上、明らかに実施できない発明

□第２９条第１項各号

　３．新規性

　　新規性の判断の対象となる発明は、請求項に係る発明である。 

　　審査官は、請求項に係る発明が新規性を有しているか否かを、請求項に係る発明と、新規性及び進歩性の判断のために引用する先行技術(引用発明)とを対比した結果、請求項に係る発明と引用発明との間に相違点があるか否かにより判断する。相違点がある場合は、審査官は、請求項に係る発明が新規性を有していると判断する。相違点がない場合は、審査官は、請求項に係る発明が新規性 を有していないと判断する。

□第２９条第２項

　４．進歩性

　　進歩性の判断の対象となる発明は、請求項に係る発明である。 

　　審査官は、請求項に係る発明の進歩性の判断を、先行技術に基づいて、当業者が請求項に係る発明を容易に想到できたことの論理の構築(論理付け)ができるか否かを検討することにより行う。 

　　当業者が請求項に係る発明を容易に想到できたか否かの判断には、進歩性が否定される方向に働く諸事実及び進歩性が肯定される方向に働く諸事実を総合的に評価することが必要である。そこで、審査官は、これらの諸事実を法的に 評価することにより、論理付けを試みる。

　４．１．進歩性が否定される方向に働く要素

　　・主引用発明に副引用発明 を適用する動機付け

　　　(1) 技術分野の関連性 

　　　(2) 課題の共通性 

　　　(3) 作用、機能の共通性 

　　　(4) 引用発明の内容中の示唆 

　　・主引用発明からの設計変更等 

　　・先行技術の単なる寄せ集め

　４．２．進歩性が肯定される方向 に働く要素 

　　・有利な効果 

　　・阻害要因

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-25〕　特許出願の審査に関して。 

(ﾎ) 特許出願Ａの特許請求の範囲には、「リパーゼを用いたＸ方法」と記載され、その明細書の発明の詳細な説明には、リパーゼとしては、ある種のリパーゼ(Ｒａリパーゼ)が有利であり、他のリパーゼ殊に公知のαリパーゼは不適当である旨が記載されている。一方、Ａの出願前に頒布された刊行物に「βリパーゼを用いたＸ方法」についての発明が記載されている。このときＡは、当該刊行物に記載された発明による新規性欠如の拒絶の理由を有する場合がある。なお、リパーゼとは脂質を分解する酵素の総称であり、Ｒａリパーゼ、αリパーゼ、βリパーゼ等の種類があることがＡの出願前に公知であるものとする。

（○）　最高裁　判例　平成３年３月８日　「リパーゼ事件」参照。

　発明の要旨は、特許請求の範囲の記載内容で判断されるため、発明の詳細な説明に記載されたRaリパーゼに限定されず、リパーゼ全般になる。よって、βリパーゼの刊行物により、新規性欠如の拒絶の理由を有する場合がある。

≪参考：　特許・実用新案　審査基準　第３部　第２章 第３節≫

　審査官は、請求項の記載に基づき認定した発明と明細書又は図面に記載された発明とが対応しないことがあっても、請求項の記載を無視して明細書又は図面の記載のみから請求項に係る発明を認定し、それを審査の対象とはしない。

　審査官は、明細書又は図面に記載があっても、請求項には記載されていない事項は、請求項には記載がないものとして請求項に係る発明の認定を行う。反対に、審査官は、請求項に記載されている事項については必ず考慮の対象とし、 記載がないものとして扱ってはならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-20〕　特許法第２９条に規定する特許の要件に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ｲ) 甲は、「人の白内障の手術方法」である発明イについて特許出願Ａをした。イが特許法第２９条第１項各号に掲げる発明に該当せず、当業者がＡの出願前に同法第２９条第１項各号に掲げる発明に基づいて容易に発明をすることができたものでもない場合、Ａは同法第２９条の規定により拒絶されることはない。 

（×）　人を手術する方法は、第２９条第１項柱書の規定「産業上利用することができる発明」に該当しないため、第２９条第１項柱書違反であり、拒絶される（第４９条第２号）。審査基準参照。

《参考：　東京高等裁判所　判例　平成１４年４月１１日》

　本来、医療行為に特許性を認めないという合理的な理由はない。

　しかし、医療行為に特許を認めた場合は、医師が常に特許侵害を恐れながら医療行為に当たらなければならないという結果になり、医療行為の性質上、不当な結果になる。

　医薬の調合については６９条３項で特許権の効力を制限しているが、医療行為に関してはそのような制限が設けられていない。とすると、医療行為に関する発明は、「産業上利用することができる発明」とはしないものとしている、と解する以外にない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-20〕　特許法第２９条に規定する特許に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ﾊ) 甲は、自らした発明イについて特許出願Ａをしたが、Ａの出願の日前に、大学の講義の中でイの内容を詳細に解説していた。当該講義に出席していた受講者は３人であった。この場合、Ａは当該甲の講義により特許法第２９条第１項各号のいずれかに掲げる発明であることを理由として拒絶されることがある。

（○）　第２９条第１項第１号。一人でも、守秘義務を有しない者への公開は、第２９条第１項第１号に該当する。逆に、多くても守秘義務を有していれば、公知にはならない。

《参考：　青本　第２９条》

　公然とは、必ずしも多数の者ということを意味しない。すなわち、きわめて少数の者が知っている場合であってもこれらの者が秘密を保つ義務を有しない者である場合は公然ということを妨げない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-20〕　特許法第２９条に規定する特許の要件に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ﾆ) 甲は、部品ａと部品ｂの組合せからなる発明イを自ら発明して、日本国においてイについて特許出願Ａをした。乙は、南アフリカ共和国において、部品ａからなる発明ロを自ら発明した。ロは刊行物Ｘに掲載され、Ｘは同共和国の大学の図書室にＡの出願の日前に収蔵され公衆に閲覧可能な状態になっていたが、Ａの出願時までにＸを閲覧した者はいなかった。Ａの出願前において部品ｂは公知であり、当業者が、部品ａを知っていればこれに部品ｂを組み合わせることを、Ａの出願前において容易に想到することができ、イの奏する効果はロの奏する効果と比較して有利なものとはいえなかった場合でも、Ａは特許法第２９条の規定により拒絶されることはない。

（×）　第２９条第１項第３号。現実に誰かがその刊行物を見たという事実を必要としない。
《参考：　青本　第２９条》

　刊行物とは、公衆に対し頒布により公開することを目的として複製された文書、図面その他これに類する情報伝達媒体をいう。また、公開的なものであるから印刷物の内容を秘密にしているものあるいは私文書を多数の友人に配布するために印刷した物はここにいう刊行物ではない。次に頒布とは、上記のような刊行物が不特定多数の者が見得るような状態におかれることをいう。現実に誰かがその刊行物を見たという事実を必要としない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-29〕　特許を受ける権利に関して。

３ 産業上利用することができる発明をした場合、その発明について特許出願がなされなくても、発明者に特許を受ける権利が発生する。

（○）　第２９条第１項柱書。発明が完成した時に、特許を受ける権利が発生する。第３４条第１項に、特許出願前における特許を受ける権利の承継が規定されていることからも、特許出願が要件ではないことが分かる。
《参考：　青本　特許法　第３３条》

　特許を受ける権利は、発明をすることにより生ずるものである。
《参考：　『特許法』　中山、page-158》

　発明者権は発明完成と同時に発明者に原始的に帰属するが、特許法上の保護を受けるためには、特許出願をし、審査を経て登録される必要がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔予想問題〕　特許法第２９条に規定する特許に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ﾊ) 甲は、自らした発明イについて、７月１日の午後、特許出願Ａをしたが、その日の午前中に、大学の講義の中でイの内容を詳細に解説していた。この場合、Ａは当該甲の講義により特許法第２９条第１項各号のいずれかに掲げる発明であることを理由として拒絶されることはない。

（×）　第２９条第１項各号。「特許出願前」は、時分までもが問題になる。

《参考：　青本　第２９条》

　　２〈特許出願前〉

　　本条の場合は「特許出願の日前」というのと異なり、時、分についても問題となる。したがって、午前中に当該発明が公知にされ、午後その発明について特許出願をしても、その特許出願は本条一項一号に該当するものとして拒絶されることになる。

★★★★★★★★★☆

（特許の要件） 

第二十九条の二   　特許出願に係る発明が当該特許出願の日前の他の特許出願又は実用新案登録出願であつて当該特許出願後に第六十六条第三項の規定により同項各号に掲げる事項を掲載した特許公報（以下「特許掲載公報」という。）の発行若しくは出願公開又は実用新案法 （※１）第十四条第三項の規定により同項 各号に掲げる事項を掲載した実用新案公報（以下「実用新案掲載公報」という。）の発行がされたものの願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面（※２）に記載された発明又は考案（※３）と同一であるときは、その発明については、前条第一項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。ただし、当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願又は実用新案登録出願の出願人とが同一の者であるときは、この限りでない。 

※１：　昭和三十四年法律第百二十三号

※２：　第三十六条の二第二項の外国語書面出願にあつては、同条第一項の外国語書面

※３：　その発明又は考案をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である場合におけるその発明又は考案を除く。
◆　第２９条の２の単純化　◆　

・特許出願に係る発明が、

・当該特許出願の日前の

・他の特許出願（実用新案登録出願）であつて、

・当該特許出願後に、

・特許掲載公報の発行（実用新案掲載公報の発行）、若しくは出願公開がされたものの、

・願書に最初に添付した

・明細書、特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）、図面に、

　（外国語書面出願にあつては、外国語書面）

・記載された発明（考案）と同一であるときは、

　（その発明又は考案をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である

　　場合におけるその発明又は考案を除く。）

・その発明については、第２９条第１項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。

・ただし、当該特許出願の時に、

・その出願人と当該他の特許出願（実用新案登録出願）の出願人とが同一の者であるときは、

　この限りでない。 

◆　第２９条の２　～　要件の整理　◆
	項目
	内容

	時期的要件
	当該特許出願の日前の、他の出願であること
　※時分は問題にならない。第２９条の「特許出願前」とは異なる

	
	当該特許出願後に、他の出願が公開されたこと
　※時分も問題になる。当該特許出願前に他の出願が公開された場合は、

　　第２９条で処理される。

	客体的要件
	他の出願が、特許出願または実用新案登録出願であること
　※意匠登録出願、商標登録出願は、対象になっていない

	
	特許掲載公報の発行 ／ 出願公開 ／ 実用新案掲載公報の発行
　※公開されなければ、第２９条の２の適用はない

　※公開後に、放棄、取り下げ、却下、拒絶をすべき旨の査定が確定しても、　

　　　関係ない

	
	特許出願に係る発明が、他の出願の願書に最初に添付した
　※補正しても関係ない。最初の内容が対象になる

・明細書、特許請求の範囲、図面に記載された発明と同一である
　※特許請求の範囲に限定されない。拡大先願。補正できる最大範囲。

　※要約書は参酌されない（第７０条第３項も参照）

・（外国語書面出願にあつては、外国語書面）
　※翻訳文ではなく、外国語書面で判断される

・明細書、実用新案登録請求の範囲、図面に記載された考案と同一である
　※実用新案登録請求の範囲に限定されない

	主体的要件
	・発明（考案）者が、同一でない
　※全員が完全同一または実質的に完全同一であることが、適用除外条件

・当該特許出願の時に、その出願人と当該他の出願人とが同一の者でない
　※全員が完全同一であることが、適用除外条件

　※出願の後に、特許を受ける権利を譲渡されて出願人同一になってもダメ


《参考：　基本要件の記憶方法》

　▼２９の２は　出願の日前　特・実の　後で公開　発明（者）・出願（人）▼
①出願の日前の出願　②特許出願または実用新案登録出願　③出願後に公開など

④発明者が同一でない　⑤出願人が同一でない

◆　特殊な出願について　◆
	出願の種類
	第２９条の２の適用

	分割出願

変更出願（実，意→特）

実用新案登録に基づく特許出願
	・他の出願の出願日

　原出願の出願日に遡及せず、現実の出願日である

　（元の出願からの変更点の精査が大変だから）

・本願の出願日(他の出願の出願日と比較される日)

　原出願の出願日に遡及する

	国内優先権主張を伴う

　特許出願
	・他の出願の出願日

(1) 先の出願と、後の出願の双方の当初明細書等に記載された発明(双方記載発明)

⇒先の出願を他の出願として、第２９条の２の規定が本願に対して適用される

(2) 後の出願の当初明細書等にのみ記載され、先の出願の当初明細書等に記載されていない発明

⇒後の出願を他の出願として、第２９条の２の規定が本願について適用される

(3) 先の出願の当初明細書等にのみ記載され、後の出願の当初明細書等には記載されていない発明

⇒先の出願又は後の出願を他の出願として、第２９条の２の規定を適用してはならない。この発明は、出願公開等がされたものとみなされないからである。

(4) 累積的な優先権主張は認められない

　出願Ａ（イ，ロ）→出願Ｂ（イ，ハ）→出願C（イ，ハ，ニ）の場合、発明イに関しては出願Cの日が出願日。

　発明ハに関しては、出願Ｂの日が出願日。

・本願の出願日も、同様である

	パリ条約（又はパリ条約の例）

による優先権の主張を伴う

　特許出願
	・他の出願の出願日

以下の①及び②に共通して記載されている発明に関し、第一国出願日に我が国へ出願がされたものとして扱う。 ①第一国出願の出願書類全体

②我が国への出願の当初明細書等

・本願の出願日も、同様である


◆　国際特許出願の規定　第１８３条の１３　◆

《第１８３条の１３を読み替えた後の第２９条の２》　※他の特許出願の場合に限定

第二十九条の二   　特許出願に係る発明が当該特許出願の日前の他の特許出願（第百八十四条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされた第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願を除く。）であつて当該特許出願後に第六十六条第三項の規定により同項各号に掲げる事項を掲載した特許公報の発行若しくは出願公開、又は千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開がされたものの第百八十四条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載された発明又（その発明をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である場合におけるその発明を除く。）と同一であるときは、その発明については、前条第一項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。ただし、当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願の出願人とが同一の者であるときは、この限りでない。 

《第２９条の２の他の特許出願に該当する要件のまとめ》

① 当該特許出願の日前

② 第百八十四条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされていない

③ 第六十六条第三項の特許公報の発行 or 出願公開 or 国際公開

④ 第百八十四条の四第一項 の国際出願日における

   国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載された発明

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-20〕　特許法第29条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第39条（先願）に関して。
(ﾛ) 企業Ｘと企業Ｙは、発明イについて共同で特許出願Ａをした。その後、企業Ｙは出願Ａが出願公開される前に発明イについて特許出願Ｂをし、その後、出願Ａが出願公開された。この場合に、出願Ａは、出願Ｂに対し特許法第29条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有しないこともある。 
（〇）　第２9条の２かっこ書。例外規定として、発明人同一（完全同一、実質的に完全同一）と出願人同一（完全同一）がある。本問の場合、発明人同一であれば、例外規定が適用される。
　▼２９の２は　出願の日前　特・実の　後で公開　発明（者）・出願（人）▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-57〕　特許法第２９条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。

３ 甲は、自らした考案イを明細書に記載して実用新案登録出願Ａをし、乙は、出願Ａの出願日後、かつ、出願Ａの実用新案掲載公報の発行前に、考案イと同一のものを自ら発明し、発明イとして特許請求の範囲に記載して特許出願Ｂをした。出願Ａについて実用新案掲載公報の発行後に、甲は、特許法第４６条の２の規定による実用新案登録に基づく特許出願として、出願Ａに係る実用新案登録に基づき、発明イを明細書に記載した特許出願Ｃをするとともに、上記実用新案権を放棄した。この場合、出願Ａがいわゆる拡大された範囲の先願に当たるものとして、出願Ｂは拒絶されることはない。 

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　　　　公開されれば、その後に放棄されても関係ない。出願Ｂは拒絶される場合がある。

[甲] 実出A（イ）→A公報発行→第４６の２特出C（イ）,A放棄

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-47〕　特許法第２９条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第３９条（先願）に関して。 ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ﾛ) 甲は、自らした発明イについて特許出願Ａをし、乙は、出願Ａの出願日後でかつ出願公開前に、自らした発明イについて特許出願Ｂをした。出願Ａについては、出願日から３年以内に出願審査の請求がなかったので、出願Ａは取り下げられたものとみなされた。この場合、出願Ａについて出願公開がされていても、出願Ｂは、出願Ａが先願であるとして拒絶されることはなく、出願Ａがいわゆる拡大された範囲の先願であるとして拒絶されることもない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　　　　公開されれば、その後に取り下げられても関係ない。出願Ａは拒絶される場合がある。

[甲] 特出A（イ）→Ａ公開→未審査請求による見なし取り下げ

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-47〕　

特許法第２９条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第３９条（先願）に関して。 ただし、・・・（特殊事情はない）。 

(ﾊ) 甲は、特許請求の範囲及び要約書に自らした発明イのみを記載し、明細書及び図面には、発明イとともに自らした発明ロを記載して特許出願Ａをした。乙は、出願Ａの出願日後でかつ出願公開前に、特許請求の範囲及び明細書に自らした発明イを記載して特許出願Ｂをした。その後、甲は、発明ロのみが明細書、特許請求の範囲及び図面に記載されるものとする補正をした。この場合、出願Ａについて出願公開がされても、出願Ｂは、出願Ａがいわゆる拡大された範囲の先願であるとして拒絶されることはない。 

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願　

[甲] 特出A（明請図要イ、明図ロ）→A補正（明請図ロ）→Ａ公開

[乙] 特出B（明請イ）

　なお、「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲、図面に記載された発明と同一であるとき」が条件である。つまり、補正で発明イを削除しても関係なく、また、要約書の記載は対象ではない。

　補正内容の公開に関しては、下記を参照。

《参考：　補正に関する公報　※特許庁ホームページより

 2-5. [特許] 手続補正書は公報上、どのように掲載されるか。

(2)実体補正（特許法第17条の2）

（ア）発行準備に間に合う場合：公開特許公報において、当該出願の末尾に手続補正書を掲載します。

（イ）発行準備に間に合わない場合：特許法第193条第2項第3号に基づき、補正公報※を発行します。

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

〔H25-37〕　特許法第２９条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）に関して。

　以下において、甲は、自ら発明イ及び発明ロを完成して、平成２４年６月１日に特許出願Ａをしたものとし、乙は、自ら発明イを完成して、平成２４年７月１日に発明イに係る特許出願Ｂをしたものとする。

　ただし、特に文中に記載した場合を除いて、特許出願は、外国語書面出願、国際特許出願、実用新案登録に基づく特許出願、特許出願の分割に係る新たな特許出願、又は出願の変更に係る特許出願ではなく、放棄、取下げ又は却下されておらず、査定又は審決は確しておらず、いかなる補正もされておらず、いかなる優先権の主張も伴わないものとし、文中に記載した優先権の主張の取下げはしないものとし、また、特許を受ける権利の承継はないものとする。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H25-37〕

(ｲ) 出願Ａの願書に最初に添付した明細書には発明イ及び発明ロが記載され、甲は平成２４年８月１日に出願Ａの一部を分割して発明イに係る新たな特許出願Ｃをし、その後、出願Ａは出願公開されることなく取り下げられた。この場合、出願Ａ及び出願Ｃは、いずれも、出願Ｂに対し特許法第２９条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有することはない。 

（イ：○）　

[Ａの基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　×後で公開　○発明○出願
　出願Ａは、出願公開されなかったで、拡大された範囲の先願としての地位を有しない。

　仮に、出願Ｃが公開されても、国内優先のような見なし公開の規定もない。

[Cの基本要件] ２９の２は　×出願の日前　○特・実の　△後で公開　○発明○出願
　分割出願Ｃは、第４４条第２項ただし書きの規定により、第２９条の２の「他の出願」に該当する場合は出願日が遡及せず、現実の出願日である出願Ｃの出願日となる。

[甲] 特出A（明イ、明ロ）H24.6.1→A分割・特出C（イ）→Aは公開なく取り下げ

[乙] 特出B（イ）H24.7.1

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H25-37〕

(ﾛ) 出願Ａの願書に最初に添付した明細書には発明イが記載され、甲は平成２４年８月１日に特許法第４１条１項の規定による優先権の主張を伴って出願Ａを基礎とする発明イに係る特許出願Ｄをし、その後、出願Ｄは出願公開されることなく取り下げられた。この場合、出願Ａは、出願Ｂに対し特許法第２９条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有することがある。 

（ロ：○）　[Ａの基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　△後で公開　○発明○出願
　第４２条第３項の規定により、経済産業省令で定める期間内に出願Ｄを取り下げた場合には、優先権の主張が取り下げられたものとみなされる。よって、出願Ａがみなし取り下げされず、公開されることがある。

[甲] 特出A（明イ）H24.6.1→A国優・特出D（イ）→Dは公開なく取り下げ

[乙] 特出B（イ）H24.7.1

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H25-37〕

(ﾊ) 出願Ａは外国語特許出願であり、出願Ａの国際出願日における明細書には発明イが記載され、出願Ａは出願Ｂの出願後に国際公開された。この場合、出願Ａは、出願Ｂに対し特許法第２９条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有しないことがある。

（ハ：○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　ただし、外国語特許出願の場合は、翻訳文の提出がなかった場合には第百八十四条の四第三項 の規定により出願が取り下げられたものとみなされ、第２９条の２の適用はない。よって、拡大された範囲の先願としての地位を有しないことがある。
　なお、第１８４条の１３の規定では、国際公開が公開の条件に加えられている。

[甲] 外国語特出A（明イ）H24.6.1→A国際公開

[乙] 特出B（イ）H24.7.1

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H25-37〕

(ﾆ) 出願Ａの願書に最初に添付した明細書には発明イが記載され、出願Ａに係る発明イについて特許を受ける権利が平成２４年６月２０日に甲から乙に相続によって承継され、出願Ａは出願Ｂの出願後に出願公開された。この場合、出願Ａは、出願Ｂに対し特許法第２９条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有することがある。 

（ニ：×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明×出願
　出願Ｂの時にその出願人乙は、出願Ａの出願人でもあり、同一の者である。よって、第２９条の２ただし書により、第２９条の２の適用はない。

[甲] 特出A（明イ）H24.6.1→甲から乙に承継→A公開

[乙] 特出B（イ）H24.7.1
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H25-37〕

(ﾎ) 出願Ａの願書に最初に添付した明細書には発明イが記載され、出願Ｂは特許法第３０条に規定する発明の新規性の喪失の例外の適用を受けた特許出願であり、出願Ａは出願Ｂの出願後に出願公開された。この場合、出願Ａは、出願Ｂに対し特許法第２９条の２に規定するいわゆる拡大された範囲の先願としての地位を有しないことがある。

（ホ：×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　第３０条の規定は、出願日の特例ではない。２９条（新規性・進歩性）の特例である。

　また、乙の新規性の喪失の事実によって出願Ａが拒絶されたとしても、出願Ａの拡大先願の地位は失われない。

[甲] 特出A（明イ）H24.6.1→公開

[乙] 特出B（イ）H24.7.1

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-10〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。 ただし、・・・（特殊事情はない）。

２ 甲がした外国語書面出願Ａの願書に添付した外国語書面には甲が自らした発明イが記載されていたが、その翻訳文には発明イが記載されていなかった。乙は、自らした発明イについての特許出願Ｂを、出願Ａの出願の日後、出願Ａの出願公開前にした。 

　この場合、出願Ａについて出願公開がされても、出願Ｂは、出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定によって拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　第２９条の２かっこ書に、（第３６条の２第２項の外国語書面出願にあつては、同条第一項の外国語書面）とある。なお、第６４条第２項第６号に、『外国語書面出願にあつては、外国語書面及び外国語要約書面に記載した事項』とあり、外国語書面も公開される。

[甲] 特出A（イ）→公開　※イは外国語書面に記載あり、翻訳文に記載なし

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-10〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。 ただし、・・・（特殊事情はない）。

３ 甲が自らした発明イ及びロについて特許出願Ａをした日後、出願Ａの出願公開前に、乙が自らした発明イについて特許出願Ｂをした。 

　この場合、甲が、出願Ｂの前に、出願Ａについて、発明ロのみが明細書、特許請求の範囲及び図面に記載されるものとする補正をした場合、出願Ａについて出願公開がされても、出願Ｂは、出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定によって拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　なお、「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲、図面に記載された発明と同一であるとき」が条件である。つまり、補正で削除しても関係ない。

[甲] 特出A（イ、ロ）→Ａ補正（ロ）→公開

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-10〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。 ただし、・・・（特殊事情はない）。

４ 甲が自らした発明イについて特許出願Ａをした日後、出願Ａの出願公開前に、乙が自らした発明イについて特許出願Ｂをした。

　この場合、甲が、出願Ａを取り下げたときは、当該取下げの時期にかかわらず、出願Ｂは、出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定によって拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　△後で公開　○発明○出願

　取下げの時期が、出願Ａの公開の後であれば、拡大先願の地位を有する。

[甲] 特出A（イ）→取下げ

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-57〕　特許出願についての要件に関して。

５ 甲は、自らした発明イについて、甲に対して秘密保持義務を負う乙に開示したところ、乙は、甲の意に反して、甲のした発明イについて刊行物に発表し、翌日、発明イについて新規性の喪失の例外に関する特許法第３０条第２項の適用を主張して特許出願Ｂを行なった。その後、乙による発表の事実を知った甲は、当該発表の日から６月以内に発明イについて特許出願Ａを行い、かつ、特許法第３０条第１項の定める新規性の喪失の例外の適用を受けるべく、上記の一切の 事実関係を明らかにした。その後、出願Ｂについて出願公開がされた。 

　この場合、出願Ａの審査において、発明イについて新規性の喪失の例外の規定の適用が認められたとしても、出願Ａは特許法第２９条の２により、出願Ｂをいわゆる拡大された範囲の先願として拒絶される場合がある。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　×発明○出願

　この場合は発明者が同一であるため、第２９条の２により拒絶されることはない。

　なお、乙の出願は冒認出願であり、第４９条第７号で拒絶されるため、第３９条の先願の地位も有しない。よって、他の拒絶理由がなければ、出願Ａは特許査定される。

[甲] イを乙に開示→特出A（イ）

[乙] イを刊行物に発表→新喪例・特出B（イ）→公開

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

〔H22-17〕　特許出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として、特許出願Ｂは、特許法第２９条の２の規定により拒絶されるか？  

　ただし、以下において、

① Ａは、Ｂの出願の日前に出願されたものであること、

②　Ｂの出願後に、Ａについて出願公開がされていること、

③ Ｂに係る発明は、Ａの願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された発明と同一であること、

を前提とせよ。 

　また、以下の１、２及び３の場合において、Ｂに係る発明の発明者はＡの願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された発明をした者と同一の者でないものとし、４及び５の場合において、Ａ及びＢの出願人は同一の者でないものとする。 

　さらに、特に文中に示した場合を除いて、設問に記載の出願は、外国語書面出願でも国際出願に係るものでも実用新案登録に基づく特許出願でも分割に係る新たな特許出願でも、変更に係るものでもなく、放棄又は却下されておらず、査定又は審決が確定しておらず、いかなる補正もされておらず、いかなる優先権の主張も伴わず、また、一度した優先権の主張は取り下げないものとする。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　[H22-17]

１ Ｂの出願時に、Ａ及びＢの出願人名義はともに甲であったが、Ａの出願後Ｂの出願前に、乙が、 Ａに係る発明についての特許を受ける権利を甲から譲り受け、その旨をＢの出願後に特許庁長官に届け出た場合。 

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明×出願

　第３４条第４項：「特許出願後における特許を受ける権利の承継は、相続その他の一般承継の場合を除き、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない」。このため、乙が甲から譲り受けたＡの権利は特許庁長官に届け出た後に有効となるため、 Ｂの出願時のＢの出願人は甲とみなされる。よって、出願人が同一であり、拒絶されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　[H22-17]

２ Ｂの出願時に、Ａの出願人名義甲、Ｂの出願人名義は乙であったが、Ａの出願後Ｂの出願前に、 乙が、Ａに係る発明についての特許を受ける権利を甲から相続により承継し、その旨をＢの出願後に特許庁長官に届け出た場合。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明×出願

　第３４条第４項：「特許出願後における特許を受ける権利の承継は、相続その他の一般承継の場合を除き、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない」。問題の場合、乙は相続によって権利を承継している。このため、乙が甲から譲り受けたＡの権利は相続した時から有効となり、特許庁長官に届け出た後に有効になるわけではない。このため、 Ｂの出願時のＡの出願人は乙とみなされる。よって、出願人が出願時に同一であり、拒絶されない。  

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　[H22-17]

３ Ｂの出願時に、Ａの出願人名義は甲及び乙であって、 Ａに係る発明についての特許を受ける権利の甲の持分は９／10であり、 Ｂの出願人名義は甲である場合。 

（○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　出願人同一とは、複数人いる場合は完全同一が条件になる。よって、拒絶される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　[H22-17]

４ 発明イの発明者甲は、発明ロの発明者乙の学会での発表により発明ロを知った後、イについて Ａを出願し、その明細書における従来の技術の説明のために発明ロを乙が発明したものとして記載し、一方、乙は、発明の新規性の喪失の例外の規定（特許法第３０条）の適用を受けて、発明ロについてＢを出願した場合。 

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　×発明○出願

　発明者が同一であるので、第２９条の２は適用されない。よって、拒絶されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　[H22-17]

５ Ａにおいて発明者は甲及び乙、Ｂにおいて発明者は甲とそれぞれの願書に記載されていたが、 Ｂについての審査の過程において、Ａの願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された発明はすべて甲によるものであり、乙は単なる補助者であったことが判明した場合。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　×発明○出願

　発明者同一とは、複数人いる場合は完全同一が条件になる。しかし、単なる補助者乙は発明者とみなされないため、両出願ともに実質的に発明者は甲であり、同一発明者になる。よって、拒絶されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-19〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。

３ 甲は、特許請求の範囲に自らした発明イのみを記載し、明細書には、発明イとともに自らした発明ロを記載して特許出願Ａをした。乙は、Ａの出願日後、出願公開前に、自らした発明ロを特許請求の範囲に記載して特許出願Ｂをした。その後乙は、Ａに係る発明についての特許を受ける権利を甲から譲り受け、その旨を特許庁長官に届け出た。この場合、Ａについて出願公開がされても、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。
（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願

　「当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願の出願人とが同一の者であるときは、この限りでない」。しかし本問の場合、乙の出願Ｂ時に、出願Ａの出願人は甲であるため、例外要件に該当しない。よって、拒絶される。

　なお、甲の出願Ａの特許請求の範囲には発明ロは記載されていないが、明細書に記載されているので、拡大先願の地位を有する。

[甲] 特出A（請イ、明イロ）→甲から乙に承継→公開

[乙] 特出B（請ロ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-19〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。

４ 甲は、特許請求の範囲に自らした発明イのみを記載し、明細書には、発明イとともに自らした発明ロを記載して特許出願Ａをした。乙は、Ａの出願日後、出願公開前に、特許請求の範囲に自らした発明ロを記載し、明細書には発明ロを記載して特許出願Ｂをした。その後甲は、Ａについて出願公開がされる前に、明細書から発明ロの記載を削除する手続補正をした。この場合、Ａについて出願公開がされても、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。 

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願　

　「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面に記載された発明」が、先願の地位を有する。削除補正しても関係ない。よって、拒絶される。

[甲] 特出A（請イ、明イロ）→A補正（請イ、明イ）→公開

[乙] 特出B（請ロ、明ロ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-19〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)又は第３９条(先願)に関して。

５ 甲は、自ら物ｐの発明イ及びｐを製造する方法の発明ロをし、発明イについての特許を受ける権利のみを乙に譲渡した。乙は、甲を発明者とし、特許請求の範囲には発明イのみを記載し、明細書には発明イとともに発明ロを記載して特許出願Ａをした。甲は、Ａの出願日後、出願公開前に、自らを発明者として、特許請求の範囲に発明ロを記載して特許出願Ｂをした。この場合、Ａについて出願公開がされても、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。

（○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　×発明○出願
　その発明をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である場合におけるその発明は除かれる。よって、第２９条の２の規定により拒絶されることはない。

[甲] 特出A（請イロ）→イを乙に譲渡（請ロに補正したはず）→公開

[乙] 特出B（請イ、明イロ）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-15〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。ただし・・・（優先権主張などの特殊事情はない）。
４ 甲は、自らした発明イについて平成２０年５月１５日(木曜日)に特許出願Ａをしたが、平成２０年６月１０日(火曜日)にＡを取り下げた。甲は、平成２０年７月１０日(木曜日)に再度、特許出願Ｂをし、その願書に添付した特許請求の範囲にイを記載したが、乙が、自らした発明イについて特許出願Ｃを平成２０年６月３０日(月曜日)にしていた。Ｃが出願公開された場合、Ｂは、Ｃをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶される。

（○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　甲の特許出願Ｂは、甲の特許出願Ａの優先権主張を伴わないので、出願日は平成２０年７月１０日である。一方、乙の特許出願Ｃの出願日は平成２０年６月３０日のため、出願Ｂの日前の出願である。よって、第２９条の２の規定により拒絶される。

[甲] 特出A（イ）→取下げ→特出B（イ）

[乙] 特出C（イ）→公開

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-21〕　特許法第２９条の２の規定(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。

(ﾛ) 甲が自らした発明イを刊行物に発表したことにより、発明イを知った乙は、自らした発明ロについて特許出願Ａをし、発明イを甲がしたものとしてその願書に最初に添付した明細書に記載した。その後、甲は、Ａの出願公開前に、発明イについて発明の新規性の喪失の例外(特許法第３０条)の規定の適用を受けた特許出願Ｂをした。この場合、Ａについて出願公開がされても、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として拒絶される場合はない。

（○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　×発明○出願
　発明者が同一の場合、第２９条の２の適用はない。よって、拒絶されない。

[甲] 刊行物（イ）→新喪例・特出B（イ）

[乙] 特出A（請ロ、明イ）→公開
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-21〕　特許法第２９条の２の規定(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。

(ﾆ) 甲が自らした発明イ及びロについて特許出願Ａをし、乙は、自らした発明イについてＡの出願の日後Ａの出願公開前に特許出願Ｂをした。その後、甲は、Ａについて補正をし発明イがＡの願書に添付した明細書、特許請求の範囲及び図面から削除された。この場合、Ａについて出願公開がされたときは、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として拒絶される場合がある。

（○）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲」が対象となる。補正で削除されたかどうかは関係がない。よって、拒絶される場合がある。

[甲] 特出A（イ、ロ）→A補正（ロ）→公開

[乙] 特出B（イ）→公開
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇　※平成１８年度
〔H18-57〕　甲が自らした発明イ、ロについて特許出願Ａをした日後、Ａの出願公開前に、乙が自らした発明イについて特許出願Ｂをした場合において、特許法第２９条の２の規定(いわゆる拡大された範囲の先願)に関して。

　ただし、特許出願は、外国語書面出願でも国際出願に係るものでも実用新案登録に基づく特許出願でも、分割又は変更に係るものでもなく、特に文中に示した場合を除き、いかなる優先権の主張も伴わないものとする。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H18-57〕

(ｲ) Ｂの出願の日後、甲がＡの願書に添付した明細書、特許請求の範囲及び図面について補正をし、発明ロのみが当該補正後の明細書、特許請求の範囲又は図面に記載されることとなった。この場合、Ａについて出願公開がされても、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　第２９条の２。願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面に記載された発明が、拡大先願の地位を有する。補正は関係ない。

[甲] 特出A（イ、ロ）→補正A（ロ）→公開

[乙] 特出B（イ）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H18-57〕

(ﾛ) Ｂの出願の日後、Ａに係る特許を受ける権利を甲が乙に譲渡し、その旨を特許庁長官に届け出をし、その後、Ａについて出願公開がされた。この場合、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　第２９条の２ただし書。「ただし、当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願又は実用新案登録出願の出願人とが同一の者であるときは、この限りでない。 」。

　Ｂの出願の日後に、特許を受ける権利を承継しても、第２９条の２の適用があり、拒絶される。

[甲] 特出A（イ、ロ）→甲から乙に承継→公開

[乙] 特出B（イ）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H18-57〕

(ﾊ) Ａについて出願公開がされていても、Ａの出願の日から３年以内に出願審査の請求がされなかった場合、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。

（×）　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　○後で公開　○発明○出願
　第２９条の２。Ａについて出願公開がされていれば、審査請求の有無に関係なく拡大先願の地位を有する。よって、拒絶される。

[甲] 特出A（イ、ロ）→公開→未審査請求で見なし取り下げ

[乙] 特出B（イ）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　〔H18-57〕

(ﾆ) Ｂの出願の日後、甲は、特許出願Ａを基礎とする優先権の主張を伴って発明ロ及び自らした発明ハのみが明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された特許出願Ｃをし、Ｃについて出願公開がされた。この場合、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶される。

　ただし、Ａを基礎とする優先権の主張は取り下げられておらず、Ａについて出願審査の請求も、出願公開の請求もされていないものとする。

（×））　[基本要件] ２９の２は　○出願の日前　○特・実の　×後で公開　○発明○出願
　出願Ａは、その出願の日から１年４月を経過した時に取り下げたものとみなされ、公開されない（第４２条第１項）。発明イは、特許出願Ｃに記載されていないので、第４１条第２項の見なし公開規定も適用されない。よって、Ｂは、Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として特許法第２９条の２の規定により拒絶されることはない。よって、誤り。

[甲] 特出A（イ、ロ）→A国優・特出C（ロ、ハ）→Aの取り下げ→Cの公開

[乙] 特出B（イ）
◆　第３０条と特殊な出願　◆
	出願の種類
	第３０条第１項、２項の適用
	第３０条第３項の書類の提出

	国内優先権の主張
	第４１条第２項で遡及する
	提出が必要

	パリ優先権の主張
	遡及しない
	提出が必要

	分割出願
	第４４条第２項で遡及する
	第４４条第４項で提出擬制

	変更出願
	準第４４条第２項で遡及する
	準第４４条第４項で提出擬制

	実用新案登録⇒特許
	第４６条の２第２項で遡及する
	準第４４条第４項で提出擬制


★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（発明の新規性の喪失の例外） 

第三十条  　特許を受ける権利を有する者の意に反して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明は、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした特許出願に係る発明についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、同条第一項各号のいずれかに該当するに至らなかつたものとみなす。

◆　第３０条の新喪例規定の覚え方　◆
▼新喪例　２９の２、３９（にくのに、さんきゅう）　遡及せず　同時に提出　６月３０▼
・新規性喪失の例外は、２９条の２や３９条に関しては遡及しない。２９条だけ遡及する。
・新規性を喪失した日から６月以内に出願する必要がある

・特許を受ける権利を有する者の行為に起因する場合は、その旨を記載した書面を特許出願と同時に特許庁長官に提出し、かつ、第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明が前項の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面を特許出願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。　

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-59〕　特許出願についての要件に関して。 

１ 発明者の意に反して特許法第２９条第１項各号のいずれかに該当するに至った発明を発明者以外の者が特許出願した場合であっても、特許法第３０条第１項の発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けることができる場合がある。

（○）　第３０条第１項。第３０条第１項または第２項は、特許を受ける権利を承継した者にも適用される。

《参考：　青本　特許法　第３０条》

　一項又は二項は、特許を受ける権利を有する者の意に反して又は行為に起因して発明が公開され、その後、その者が特許出願をした場合について規定しているが、その特許を受ける権利を承継した者が六月以内に特許出願をした場合も本条各号の適用あるものと解される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-57〕　特許出願についての要件に関して。

４ 甲は、自らした発明イについて、甲に対して秘密保持義務を負う乙に開示したところ、乙は、甲の意に反して、学術団体が主催する研究集会において甲のした発明イについて文書をもって発表した。その後、甲は、当該発表の日から６月以内に発明イについて特許出願Ａをした。

　この場合、甲は、発明イについて発明の新規性の喪失の例外に関する特許法 第３０条第１項の適用を受けられる場合がある。 

（○）　第３０条第１項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許出願についての要件に関して。

１　発明者の意に反して特許法第２９条第１項各号のいずれかに該当するに至った発明をその発明者が特許出願する場合、発明の新規性の喪失の例外の適用を受けるためには、その旨を記載した書面を特許出願と同時に特許庁長官に提出し、かつ、第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明が前項の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面を特許出願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。 

（×）　第３０条第３項の書面提出は、第３０条第２項の、特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明の場合に必要であり、本問（第３０条第１項）の場合は必要ない。

《参考：　青本　特許法　第３０条》

　第３０条第３項は、同条第２項の規定の適用を受けるための手続について規定している。同条第１項の場合についての手続を規定しなかったのは、意に反して新規性を喪失した場合は、特許出願人はその特許出願の際自己の発明が意に反して新規性を喪失していることを知らないのが通例と考えたからである。

★★★★★★★☆☆☆

第三十条 

２  　特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明（※１）も、その該当するに至つた日から六月以内にその者がした特許出願に係る発明についての同条第一項及び第二項の規定の適用については、前項と同様とする。 

※１：　発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載されたことにより同項各号のいずれかに該当するに至つたものを除く。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-13〕　特許出願に関して。

１ 発明イについて特許を受ける権利を有する者甲が試験を行うことにより、発明イが日本国内において公然知られるに至った後、乙が、独自にした同一の発明イについて特許出願Ａをした。出願Ａの出願の日後、甲が発明イについて特許法第３０条第２項及び第３項（新規性の喪失の例外）に規定する要件を満たした特許出願Ｂをしたとき、出願Ｂは、出願Ａを先願とする同法第３９条第１項（先願）の規定に違反せず、かつ、出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願とする同法第２９条の２の規定に違反する場合がある。
（〇）　第３０条第２項、第２９条の２、第３９条。第３０条は、出願日を遡及させる規定ではない。第２９条の２や第３９条の特例ではない。第２９条の特例である。

　なおこの場合、出願Ａは出願Ｂの公開など条件にして第２９条の２で拒絶査定され、出願Ｂは甲の発表により第２９条第１項で拒絶されるため、第３９条の先願の地位は失う。
▼新喪例　２９の２、３９（にくのに、さんきゅう）　遡及せず　同時に提出　６月３０▼
《参考：　青本　第３０条》　

　本条は新規性についての例外規定であって、先願の例外又は出願日の特例ではない。

　したがって、甲が試験をして公知にした後乙がそれと別個に発明した同一の技術内容について特許出願をし、試験を行った甲がその後に特許出願をした場合は、たとえ甲が試験後六月以内に特許出願をした場合であっても、乙の特許出願が出願公開されれば、甲の特許出願は二九条の二の規定に基づき拒絶されることになる（ちなみに、その乙の特許出願も特許出願前甲によって公知にされたものであるという理由で拒絶されることになる）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-32〕　特許出願についての要件及び出願公開に関して。 

(ｲ) 甲は発明イに係る資料を学会で配付した後、その特許を受ける権利を乙に譲渡した。 その後、乙は発明イの代わりに、発明イの改良発明である発明ロについて特許出願をするとともに、発明イについて発明の新規性の喪失の例外（特許法第３０条）の適用を受けた。この場合、審査官は、発明イに係る当該資料を、頒布された刊行物として、いわゆる進歩性に係る特許法第２９条第２項の規定に基づく拒絶の理由を通知することはない。 

（○）　第３０条第２項。甲の行為は、特許を受ける権利を有する者の行為であるが、承継者にも適用される。また、第２９条第１項各号（新規性）だけでなく、第２９条第２項（進歩性）の規定の適用もない。

《参考：　青本　第３０条》

　なお、一項又は二項は、特許を受ける権利を有する者の意に反して又は行為に起因して発明が公開され、その後、その者が特許出願をした場合について規定しているが、その特許を受ける権利を承継した者が六月以内に特許出願をした場合も本条各号の適用あるものと解される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-50〕　特許の要件に関して。 

(ｲ) 甲は、平成２４年７月１２日に日本国内で開催された学会で自らした発明イを発表し、平成２４年１２月１０日に発明の新規性の喪失の例外の規定（特許法第３０条）の適用を受けて、発明イに係る特許出願Ａをした。一方、乙は、平成２４年１０月１２日に自らした発明イに係る特許出願Ｂをした。この場合、出願Ａは出願Ｂがいわゆる拡大された範囲の先願（特許法第２９条の２）であるとの拒絶理由を有することがある。

（○）　第３０条は、出願日を遡及させる規定ではない。第２９条の２や第３９条の特例ではない。第２９条の特例である。
　なおこの場合、出願Ａは出願Ｂの公開など条件にして第２９条の２で拒絶査定され、出願Ｂは甲の発表により第２９条第１項で拒絶されると考えられる。

　⇒〔H28-13-1〕解説参照
▼新喪例　２９の２、３９（にくのに、さんきゅう）　遡及せず　同時に提出　６月３０▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-50〕　特許の要件に関して。

(ﾎ) 甲は、平成２４年７月１２日に日本国内で開催された学会で自らした発明イを発表し、平成２４年７月２６日に発明イに係る特許を受ける権利を乙に譲渡した。この場合、乙は、甲の学会発表の日から６月以内であれば、発明の新規性の喪失の例外の規定（特許法第３０条）の適用を受けて特許出願をすることができる。 

（○）　第３０条第１項、第２項は、特許を受ける権利の承継者も利用できる。〔H27-32-(ｲ)〕の解説参照。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-59〕　特許出願についての要件に関して。 

５ 発明イ及び発明ロの発明者が発明イを刊行物に発表した後に発明ロのみについてする特許出願において、発明イについて特許法第３０条の発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けようとしても、発明イと発明ロが同一の発明ではないため、その適用を受けることができない。

（×）　発表した発明と相違する発明を出願した場合にも、本条の適用を受けることができる。発明イの公開により、発明ロが進歩性違反になる可能性があるときなどに利益がある。

《参考：　改正本　平成１１年》

　その発明以外の概念を含む上位概念の発明や、発表した発明から容易に発明することができたもの。

《参考：　青本　第３０条》

　また、本条の適用は発表した発明と同一の発明を出願した場合に限られていたが、平成１１年の一部改正において、発表した発明と相違する発明を出願した場合にも本条の適用を受けることができるようになった。したがって、特許を受ける権利を有する者の意に反して公開された発明、及び特許を受ける権利を有する者の行為に起因して公開された発明は、本条の適用を受ける場合、当該特許を受ける権利を有する者による出願に係る発明の新規性、進歩性の要件の判断において考慮されないこととなった。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-57〕　特許出願についての要件に関して。

３ 甲は、街路灯の発明イを自ら完成し、発明イの技術的効果を確認するために公道上において３０日間公然と発明イを実施し、その実施開始から６月以内に発明イについて特許出願Ａをした。 

　この場合、甲は、発明イについて新規性の喪失の例外に関する特許法第３０条第２項の適用を受けられる場合がある。 

（○）　第３０条第２項。甲の行為は、第２９条第１項第２号の公用に該当する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-１〕　パリ条約による優先権の主張を伴う特許出願に関して。 

　ただし、「第一国出願」とは、パリ条約による優先権の主張の基礎とした最初の出願をいう。

(ﾆ) 発明を刊行物に発表した後、発表日から６月以内に、その発明についてパリ条約の同盟国において第一国出願を行った者が、その発表日から６月経過後に、日本国において、当該出願に基づいてパリ条約による優先権の主張を伴う特許出願をする場合、発明の新規性の喪失の例外の規定（特許法第３０条）の適用を受けることはできない。 

（○）　第３０条第２項。日本国における出願日が、発表日から６月以内でなければならない。

《参考：　特許・実用新案　審査基準　第３部 第２章 第５節》

　パリ条約による優先権の主張を伴う特許出願の場合は、我が国への出願日である。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-15〕　特許法第２９条の２(いわゆる拡大された範囲の先願)及び第３９条(先願)に関して。ただし・・・（特殊事情はない）。
５ 甲は、自らした発明イについて雑誌に発表した後、発明イについて発明の新規性の喪失の例外(特許法第３０条)の規定の適用を受けた特許出願Ａをした。乙は、自らした発明イについて甲の雑誌の発表の日後Ａの出願の日前に特許出願Ｂをした。この場合、Ｂについて出願公開がされても、Ａは、Ｂをいわゆる拡大された範囲の先願として同法第２９条の２の規定により拒絶されることも、Ｂを先願として同法第３９条の規定により拒絶されることもない。

（×）　第３０条の規定は、出願日を遡及させるものではない。よって、乙の出願Ｂは、甲の出願Ａの日前の出願であり、発明者も出願人も異なるため、公開されれば第２９条の２の拡大された範囲の先願の地位を有する。

　一方、乙の出願Ｂは、甲の雑誌に発表した発明イにより拒絶される（第４９条２号、第２９条第１項第３号）。よって、第３９条に規定される先願の地位を有さない（第３９条第５項）。

※論文試験でも頻出のパターンである

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-20〕　第３０条に規定する発明の新規性の喪失の例外に関して。ただし、・・・（特殊事情はない）。

(ﾛ) 甲は、２００６年(平成１８年)４月５日(水曜日)に自らした発明イについて大韓民国において特許出願Ａをした。Ａは２００７年(平成１９年)１０月５日(金曜日)に同国で出願公開された。その後、甲は、平成１９年１０月２５日(木曜日)にイについて、日本国において特許出願Ｂをした。この場合、甲は、イは大韓民国において公開特許公報に掲載されたことにより特許法第２９条第１項第１号又は第３号に該当するに至った発明であるとして、Ｂに係るイについて発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けることができることがある。

（×）　第３０条第２項かっこ書。発明等に関する公報に掲載されたことにより第２９条第１項各号のいずれかに該当するに至つたものは、除かれている。また、この公報は日本国に限られず、内外国特許庁又は国際機関が発行するものが含まれる。
《参考：　青本　特許法　第３０条》

　ただし、特許を受ける権利を有する者による内外国特許庁への出願行為に起因して特許公報等に掲載されたことにより新規性を喪失した場合については、本条の趣旨に照らして対象とする必要がないと考えられること、及び仮にこれを対象とすると制度の悪用を招くおそれがあることから、同改正において、本条の対象とならないことを明確化した。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-60〕　手続に関する期間等について。

２ パリ条約の同盟国において２００７年(平成１９年)６月４日(月曜日)に博覧会に出品することによって新規性を喪失するに至った発明について、当該同盟国において、同国のいわゆる新規性の喪失の例外の規定の適用を受け、２００７年(平成１９年)７月４日(水曜日)に特許出願Ａをした。その後、Ａに基づくパリ条約による優先権を主張して、日本国において特許出願Ｂをする場合、平成２０年７月４日(水曜日)までに出願すれば、Ｂは、当該博覧会への出品による新規性欠如を理由として、拒絶されることはない。

（×）　新規性を喪失するに至った日から６カ月以内に、日本国に特許出願する必要がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　第３０条に規定する発明の新規性の喪失の例外に関して。

１　甲は、自らした発明イについて雑誌に発表した後、その３カ月後に、発明イについて発明の新規性の喪失の例外(特許法第３０条)の規定の適用を受けた特許出願Ａをした。さらに、雑誌に発表したときから１年後に、特許出願Ａを元にして第４１条の国内優先権を主張し、発明イを含む特許出願Ｂをした。この場合、発明イに関する、新規性喪失の例外規定は受けられない。

（×）　この場合の６月以内を判断される出願日は、先の出願の出願日であるため、受けられる。ただし、第３０条第３項の手続きが、新たに必要である。下記の審査基準を参照。

《参考：　特許・実用新案　審査基準　第３部 第２章 第５節》

4.3 各種出願における留意事項 ｢(要件1) 発明が公開された日から６月以内に特許出願をしたこと｣を満たして いるか否かの判断に当たっては、各種出願の｢特許出願をした｣日は、以下のよう に取り扱われる。 

4.3.1 国内優先権の主張を伴う特許出願

　国内優先権の主張を伴う特許出願に係る発明が、先の出願の出願当初の明細書、特許請求の範囲又は図面(以下この節において「当初明細書等」という。)に記載されている場合は、優先日(国内優先権の主張の基礎となった先の出願の出願日)である。

　ただし、先の出願において｢証明する書面｣が提出されていない場合は、国内優先権の主張を伴う特許出願の出願日である。 

　また、国内優先権の主張を伴う特許出願に係る発明が、先の出願の当初明細書等に記載されていない場合も、国内優先権の主張を伴う特許出願の出願日である。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　第３０条に規定する発明の新規性の喪失の例外に関して。

１　甲は、自らした発明イについて雑誌に発表した後、その３カ月後に、発明イについて発明の新規性の喪失の例外(特許法第３０条)の規定の適用を受けずに、特許出願Ａをした。さらに、雑誌に発表したときから１年後に、特許出願Ａを元にして第４１条の国内優先権を主張し、発明イを含む特許出願Ｂをした。この場合、発明イに関する、新規性喪失の例外規定は受けられない。

（○）　先の出願のおいて新規性の喪失の例外の規定の適用を受けていない場合は、後の出願を発明の公開から６月以内に出願し、新規性の喪失の例外の規定の適用を受ける必要があある。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十条
３  　前項の規定の適用を受けようとする者は、その旨を記載した書面を特許出願と同時に特許庁長官に提出し、かつ、第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明が前項の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面（次項において「証明書」という。）を特許出願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。

４  　証明書を提出する者がその責めに帰することができない理由により前項に規定する期間内に証明書を提出することができないときは、同項の規定にかかわらず、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）以内でその期間の経過後六月以内にその証明書を特許庁長官に提出することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-32〕　特許出願についての要件及び出願公開に関して。

(ﾛ) 甲は特許出願とともに発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けたい旨を記載した書面を提出した。当該特許出願をした翌日であって、発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面を提出する前に、大規模な自然災害の発生という甲の責めに帰することができない理由により、甲は当該証明する書面の提出ができなくなった。その災害発生から９月後に甲の業務活動が可能となった場合、その可能となった日から１４日（甲が在外者のときは２月）以内であれば、その証明する書面を特許庁長官に提出し、発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けられることがある。 

（×）　第３０条第４項の追完規定。期間の経過後六月以内であることが必要であるが、本問の場合は９月後なので、発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けられない。

《参考：　青本　第１２１条》

〈その責めに帰することができない理由〉

　　天災地変のような客観的な理由にもとづいて手続をすることができない場合が含まれるのはいうまでもないこととして、通常の注意力を有する当事者が通常期待される注意を尽くしても、なお納付期間を徒過せざるを得なかったような場合は、主観的な理由による場合であってもその責めに帰することができない場合に含まれよう。

《参考：　青本　第３６条の２》

〈正当な理由〉

　　ＰＬＴ一二条(1)の「DueCare」に相当するものであり、特許法一二一条（拒絶査定不服審判）等に規定された「その責めに帰することができない理由」より広い概念を意味するものである。例えば、出願人が病気で入院したことにより手続期間を徒過した場合や出願人の使用していた期間管理システムのプログラムに出願人が発見不可能な不備があったことにより手続期間を徒過した場合等が「正当な理由」があるときにあたる可能性が高いと言えよう。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（特許を受けることができない発明） 

第三十二条  　公の秩序、善良の風俗又は公衆の衛生を害するおそれがある発明については、第二十九条の規定にかかわらず、特許を受けることができない。

※過去１３年間で出題例なし。基本的な条文であるが、問題にしにくいと思われる。余裕があれば、下記の論点をチェックしておくと良い。

・第６４条第２項において、「当該事項を特許公報に掲載することが公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると特許庁長官が認めるときは、この限りでない」と規定されている。

　ここから、第２９条の２の先願の地位を有するかどうか、判断する主体が特許庁長官ではなくて審査官である、などの出題が想定される。

◆　特許を受ける権利／仮専用実施権／仮通常実施権　◆
	特許を受ける権利
	仮専用実施権
	仮通常実施権

	×質権、抵当権　　※特許出願や審査請求は関係ない。共有者の同意も無関係。

○譲渡担保の目的

	移転できる

・譲渡も一般承継も可能
	実施の事業とともにする場合、特許を受ける権利を有する者の承諾を得た場合、相続その他の一般承継の場合に限り、移転できる

※仮専用実施権者から許諾された仮通常実施権の移転は、仮専用実施権者の承諾も必要

※仮専用実施権の移転に、その仮専用実施権について許諾された仮通常実施権者の承諾は不要

	共有者の同意が、持分の譲渡に必要　※職務発明でも同じ

	共有者の同意が、仮専用実施権の設定に必要
	（仮専用実施権を設定できない）



	共有者の同意が、仮通常実施権の許諾に必要
	（仮通常実施権を設定できない）

	
	特許を受ける権利を有する者の承諾を得た場合に限り、仮通常実施権を許諾できる
	

	特許出願前は、特許出願が第三者対抗要件
	（特許出願前に、仮専用実施権、仮通常実施権は発生しない）

	特許出願後の承継は、相続その他の一般承継の場合を除き、登録が効力発生要件

※一般承継でも登録は義務
	専用実施権の設定、移転（一般承継除く）などは、登録が効力発生要件
	登録不要

当然対抗制度を採用

	出願分割⇒仮専用・仮通常実施権者の承諾不要
	出願分割⇒仮専用（通常）実施権が設定されたものとみなす

	変更、国内優先⇒仮専用実施権者の承諾が必要
	変更、国内優先⇒仮通常実施権がみなし設定される

	放棄、取り下げには、仮専用実施権者のを承諾が必要
	放棄には、仮通常実施権者の承諾が必要
	放棄は自由


☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（特許を受ける権利） 

第三十三条  　特許を受ける権利は、移転することができる。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-33〕　特許を受ける権利に関して。

３ 特許を受ける権利は、特許出願前においては、実施の事業とともにする場合に限り、譲渡により移転することができる。

（×）　第３３条第１項。特許を受ける権利は、移転することができる。問題文のような限定なない。

　　なお、移転は、相続や合併等の一般承継による移転と、譲渡等の特定承継による移転に分けることができる。譲渡よりも広い概念である。

≪参考：　青本　特許法　第７３条≫

１〈譲渡〉

　　用語の意味からして、相続その他の一般承継は含まず、したがって、相続その他の一般承継については他の共有者の同意を要しない。
★★★★☆☆☆☆☆☆ 

第三十三条 

２  　特許を受ける権利は、質権の目的とすることができない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-15〕　特許を受ける権利等に関して。 

１ 特許を受ける権利は、抵当権の目的とすることができない。

（○）　第３３条第２項。青本に記載のとおり。

《参考：　青本　第３３条》
　二項は、特許を受ける権利は質権の目的とすることができない旨を規定するが、抵当権の目的とすることもできないことはいうまでもない（抵当権の目的とするためには、抵当権の目的とすることができるという規定が積極的になければならない）。ただ、譲渡担保についてはこれを禁じる趣旨でないことは旧法の解釈と同じである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-11〕　特許を受ける権利等に関して。 

５ 仮通常実施権が甲及び乙の共有に係る場合、甲は、特許を受ける権利を有する者の承諾を得るとともに、乙の同意を得れば、その仮通常実施権の甲の持分を目的として質権を設定することができる。

（×）　第３４条の３第１２項で準用する、第３３条第２項。

　※特許を受ける権利、仮専用実施権、仮通常実施権は、質権の目的とすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-42〕　特許に関する権利の移転等に関して。

(ﾎ) 特許を受ける権利が共有に係る場合、各共有者は、他の共有者と共同で、又は、他の共有者の同意を得て、その持分を目的として質権を設定することができる。

（×）　第３３条第２項。特許を受ける権利は、質権の目的とすることができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-29〕　特許を受ける権利に関して。

１ 特許を受ける権利は、質権の目的とすることはできないが、譲渡担保の目的とすることができる場合がある。

（○）　第３３条第２項。〔H25-15-１〕の解説参照。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-33〕　特許を受ける権利に関して。

１ 特許を受ける権利は、特許出願前においては、質権の目的とすることができないが、特許出願後においては、質権の目的とすることができる。

（×）　第３３条第２項。特許出願の有無は関係ない。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十三条
３  　特許を受ける権利が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、その持分を譲渡することができない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-12〕　特許を受ける権利等に関して。 

３ 乙及び丙は、特許出願人甲が自己の特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について許諾した仮通常実施権を共有している。この場合において、乙は、甲の承諾を得たときは、丙の同意を得ることなく、当該仮通常実施権の自己の持分を丁に譲渡することができる。
（×）　第３４条の３第４項の規定により、仮通常実施権の譲渡には、甲の承諾が必要である。また、第３４条の３第１２項で準用する第３３条第３項の規定により、共有者丙の同意も必要である。

　※特許を受ける権利、仮専用実施権、仮通常実施権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、その持分を譲渡することができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-42〕　特許に関する権利の移転等に関して。

(ﾛ) 職務発明について特許を受ける権利の承継に関する定めを有しない会社において、職務発明がその会社の２人以上の従業者によりなされた場合、各従業者は、他の従業者の同意を得なければ、その特許を受ける権利の持分を譲渡することができない。

（○）　第３３条第３項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-33〕　特許を受ける権利に関して。

２　特許を受ける権利が共有に係るとき、特許出願前においては、各共有者は、他の共有者の同意を得た場合であっても、その持分を譲渡することができない。

（×）　第３３条第３項。特許出願は関係なく、譲渡できる。

★★★☆☆☆☆☆☆☆

第三十三条 

４  　特許を受ける権利が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、仮専用実施権を設定し、又は他人に仮通常実施権を許諾することができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-15〕　特許を受ける権利等に関して。 

３ 特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について設定された仮専用実施権が共 有に係るときは、各共有者は、その特許を受ける権利を有する者の承諾及び他の共有者の同意を得た場合に限り、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、他人に仮通常実施権を許諾することができる。

（○）　第３４条の２第４項により、特許を受ける権利を有する者の承諾が必要である。また、第３３条第４項（第３４条の２第８項で準用）により、他の共有者の同意も必要である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-11〕　特許を受ける権利等に関して。 

４ 仮専用実施権が甲及び乙の共有に係る場合、甲は、特許を受ける権利を有する者の承諾を得れば、 乙の同意を得なくとも、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、丙に仮通常実施権を許諾することができる。

（×）　第３４条の２第４項により、特許を受ける権利を有する者の承諾が必要である。また、第３３条第４項（第３４条の２第８項で準用）により、他の共有者の同意も必要である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-12〕　特許を受ける権利等に関して。 

２ 甲、乙及び丙が特許を受ける権利を共有し、その持分の比率は、８：１：１ である。この場合、甲は、乙及び丙の同意を得なければ、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、丁に仮通常実施権を許諾することができない。 

（○）　第３３条第４項。持ち分比率は関係ない。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（特許を受ける権利） 

第三十四条   　特許出願前における特許を受ける権利の承継は、その承継人が特許出願をしなければ、第三者に対抗することができない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-25〕　特許を受ける権利等に関して。

２ 従業者等が、勤務規則の定めにより職務発明について特許を受ける権利を使用者等に承継させた場合であっても、従業者等がその特許を受ける権利を第三者に譲渡することにより、使用者等は、その特許を受ける権利の承継をその第三者に対抗することができないことがある。

（○）　第３４条第１項。職務発明における使用者等の例外規定はないので、正しい。

《参考：　青本　特許法　第３４条》

　特許を受ける権利は発明をすることにより生じるものであるから、特許を受ける権利の承継という行為は特許出願前にされることもあり得るわけであるが、その承継については適当な公示手段もないので特許出願をもって対抗要件としたのである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H22-11〕　特許を受ける権利等に関して。 

１ 特許出願前における特許を受ける権利の承継は、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない。 

（×）　第３４条第１項。特許出願をしなければ、第三者に対抗することができないので、誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-33〕　特許を受ける権利に関して。

５ 特許出願前における特許を受ける権利の承継は、その承継人が特許出願をしなければ、第三者に対抗することができない。

（○）　第３４条第１項。正しい。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十四条
２  　同一の者から承継した同一の特許を受ける権利について同日に二以上の特許出願があつたときは、特許出願人の協議により定めた者以外の者の承継は、第三者に対抗することができない。 

３  　同一の者から承継した同一の発明及び考案についての特許を受ける権利及び実用新案登録を受ける権利について同日に特許出願及び実用新案登録出願があつたときも、前項と同様とする。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-15〕　特許を受ける権利等に関して。 

２ 同一の者から承継した同一の特許を受ける権利について同日に２以上の特許出願があ ったときは、特許出願人の協議により定めた者以外の者の承継は、第三者に対抗することができない。

（○）　第３４条第２項。　

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許を受ける権利等に関して。 

２ 同一の者から承継した同一の特許を受ける権利について、２以上の特許出願があ ったときは、特許出願人の協議により定めた者以外の者の承継は、第三者に対抗することができない。

（×）　第３４条第１項。同日に特許出願があった場合の特別規定である。

《参考：　青本　特許法　第３４条》

　一項の規定によれば同一の者から承継した同一の特許を受ける権利について二以上の特許出願があったときは、最先に特許出願をした者が優先し（たとえ承継が後になされた場合でも、）その他の者の特許を受ける権利の承継は無効なものとなるが、特許法においては、新規性判断の場合を除き、特許出願の先後については日の先後のみを問題とし、同日中の時間の先後は問題としないこととしているので（三九条）、本項もその趣旨から同日に二人以上の者による二以上の特許出願があったときは、これらの特許出願人に協議を命じ、協議により定められた者のみが承継について第三者に対抗することができるものとした。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第三十四条 

４  　特許出願後における特許を受ける権利の承継は、相続その他の一般承継の場合を除き、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない。 

５  　特許を受ける権利の相続その他の一般承継があつたときは、承継人は、遅滞なく、その旨を特許庁長官に届け出なければならない。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-42〕　特許に関する権利の移転等に関して。

(ｲ) 特許出願後における特許を受ける権利の相続による承継については、必ず、特許庁長官に届け出なければならない。

（○）　第３４条第５項。特許庁長官への届け出は、義務付けられている。

《参考：　青本　特許法　第３４条》　

　　したがって、相続その他の一般承継の場合は届出なくして承継の効力が生ずることになる。ただ、相続その他の一般承継の場合は五項に規定するように承継があった旨を特許庁長官に届け出なければならない義務が課せられている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成18年度
〔H18-33〕　特許を受ける権利に関して。

４ 特許を受ける権利が甲及び乙の共有に係るとき、特許出願後に、甲が乙の同意を得て、甲の持分を丙に譲渡した場合、甲から丙への特許を受ける権利の承継は、特許庁長官に届け出なくても、その効力を有する。

（×）　第３４条第４項。譲渡は、相続その他の一般承継ではないので、特許庁長官に届け出なければ、その効力を生じない。

《参考：　移転、一般承継、特別承継、譲渡》

　移転は、一般承継と特別承継を含む。

　一般承継は、相続や合併等による移転である。

　特別承継は、譲渡等による移転である。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（仮専用実施権） 

第三十四条の二  　特許を受ける権利を有する者は、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、その特許出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内において、仮専用実施権を設定することができる。 

２  　仮専用実施権に係る特許出願について特許権の設定の登録があつたときは、その特許権について、当該仮専用実施権の設定行為で定めた範囲内において、専用実施権が設定されたものとみなす。 

３  　仮専用実施権は、その特許出願に係る発明の実施の事業とともにする場合、特許を受ける権利を有する者の承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限り、移転することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-37〕　特許を受ける権利等に関して。 

４ 仮専用実施権について仮通常実施権が許諾されている場合には、仮専用実施権者は、仮通常実施権者の承諾を得なければ、相続その他の一般承継の場合を除き、仮専用実施権を移転することができない。

（×）　第３４条の２第３項。そのような制限規定はないので、誤り。なお、第３４条の５に、仮通常実施権の当然対抗力が規定されており、仮専用実施権が移転されても効力を有することが担保されている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許を受ける権利等に関して。 

１　特許を受ける権利を有する者は、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、その特許出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲に記載した事項の範囲内においてのみ、仮専用実施権を設定することができる。

（×）　第３４条第１項。補正等を経て将来特許権が成立する可能性のある範囲であり、明細書や図面も含まれる。

★★★☆☆☆☆☆☆☆

第三十四条の二
４  　仮専用実施権者は、特許を受ける権利を有する者の承諾を得た場合に限り、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、他人に仮通常実施権を許諾することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-25〕　特許を受ける権利等に関して。

５ 仮専用実施権者は、特許を受ける権利を有する者の承諾を得た場合に限り、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、他人に対してさらに仮専用実施権を設定することができる。

（×）　第３４条の２第４項。仮通常実施権は許諾できるが、仮専用実施権は設定できない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-15〕　特許を受ける権利等に関して。 

３ 特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について設定された仮専用実施権が共 有に係るときは、各共有者は、その特許を受ける権利を有する者の承諾及び他の共有者の同意を得た場合に限り、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、他人に仮通常実施権を許諾することができる。

（○）　第３４条の２第４項。特許を受ける権利を有する者の承諾が必要である。さらに、第３３条第４項（第３４条の２第８項で準用）により、他の共有者の同意も必要である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-11〕　特許を受ける権利等に関して。 

４ 仮専用実施権が甲及び乙の共有に係る場合、甲は、特許を受ける権利を有する者の承諾を得れば、乙の同意を得なくとも、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、丙に仮通常実施権を許諾することができる。

（×）　第３４条の２第４項。特許を受ける権利を有する者の承諾が必要である。さらに、第３３条第４項（第３４条の２第８項で準用）により、他の共有者の同意も必要である。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆ 
第三十四条の二

５  　仮専用実施権に係る特許出願について、第四十四条第一項の規定による特許出願の分割があつたときは、当該特許出願の分割に係る新たな特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮専用実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮専用実施権が設定されたものとみなす。ただし、当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-４〕　特許出願の分割、実用新案登録に基づく特許出願又は出願の変更に関して。 ただし、・・・（特殊な要件はない）。

４ 特許出願人は、その特許出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その仮専用実施権者の承諾を得なければ、その特許出願の変更をすることはできないが、その特許出願の分割に係る新たな特許出願はすることができる。 

（○）　第４４条と第３４条の２第５項。分割出願において、仮専用実施権者の承諾規定はない。第３４条の２第５項に、みなし規定があるためである。

　なお、変更出願や国内優先権主張出願の場合は、仮専用実施権を有する者の承諾が必要である。みなし規定は、分割出願だけ！

《参考：意匠登録出願への変更 ⇒ 仮専用実施権を有する者の承諾が必要》

第十三条

５  　特許出願人は、その特許出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その承諾を得た場合に限り、第一項の規定による出願の変更をすることができる。 

《参考：実用新案登録出願への変更 ⇒ 仮専用実施権を有する者の承諾が必要》

第十条
９  　特許出願人は、その特許出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その承諾を得た場合に限り、第一項の規定による出願の変更をすることができる。

《参考：　第４１条の優先権主張出願 ⇒ 仮専用実施権を有する者の承諾が必要》

（特許出願等に基づく優先権主張） 

第四十一条 

・・・。ただし、先の出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その特許出願の際に、その承諾を得ている場合に限る。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（仮通常実施権） 

第三十四条の三　　特許を受ける権利を有する者は、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、その特許出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内において、他人に仮通常実施権を許諾することができる。 

２  　前項の規定による仮通常実施権に係る特許出願について特許権の設定の登録があつたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、その特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、通常実施権が許諾されたものとみなす。

３  　前条第二項の規定により、同条第四項の規定による仮通常実施権に係る仮専用実施権について専用実施権が設定されたものとみなされたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、その専用実施権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、通常実施権が許諾されたものとみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-37〕　特許を受ける権利等に関して。 

５ 特許法第３４条の３第１項の規定による仮通常実施権に係る特許出願について特許権の設定の登録があったときは、仮通常実施権を許諾した者と特許権者とが異なる場合であっても、仮通常実施権を有する者に対し、その特許権について、仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、通常実施権が許諾されたものとみなされる。

（○）　第３４条の３第２項。例外規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許を受ける権利等に関して。 

１　特許を受ける権利を有する者は、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、その特許出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲に記載した事項の範囲内においてのみ、他人に仮通常実施権を許諾することができる。 

（×）　第３４条第１項。補正等を経て将来特許権が成立する可能性のある範囲であり、明細書や図面も含まれる。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

（仮通常実施権） 

第三十四条の三

４  　仮通常実施権は、その特許出願に係る発明の実施の事業とともにする場合、特許を受ける権利を有する者（※１）の承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限り、移転することができる。 

※１：　仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権についての仮通常実施権にあつては、特許を受ける権利を有する者及び仮専用実施権者
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-12〕　特許を受ける権利等に関して。 

３ 乙及び丙は、特許出願人甲が自己の特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について許諾した仮通常実施権を共有している。この場合において、乙は、甲の承諾を得たときは、丙の同意を得ることなく、当該仮通常実施権の自己の持分を丁に譲渡することができる。
（×）　第３４条の３第４項。特許を受ける権利を有する者の承諾が必要である。さらに、第３３条第４項（第３４条の３第１２項で準用）により、他の共有者の同意も必要である。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十四条の三  　

５  　第一項若しくは前条第四項又は実用新案法第四条の二第一項 の規定による仮通常実施権に係る第四十一条第一項 の先の出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面（※１）に記載された発明に基づいて第四十一条第一項の規定による優先権の主張があつたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、当該優先権の主張を伴う特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものとみなす。ただし、当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

※１：　当該先の出願が第三十六条の二第二項の外国語書面出願である場合にあつては、同条第一項の外国語書面
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-19〕　仮通常実施権に関して。

(ﾛ) 特許出願Ａの出願人甲は、乙に対して出願Ａの明細書等に記載した事項の範囲内にお いて仮通常実施権を許諾した。出願人甲が出願Ａを基礎とする特許法第４１条第１項の規定による優先権を主張して特許出願Ｂをした場合、仮通常実施権の設定行為に別段の定めがないときは、出願Ｂの明細書等に記載した事項の範囲内については、出願Ａの明細書等に記載していない事項についても、乙に対して仮通常実施権が許諾されたものとみなされる。 

　ただし、「明細書等」は、特許出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面をいう。

（×）　第３４条の３第５項。当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において認められるのだから、当然、出願Ａの明細書等に記載している範囲内において認められる。出願Ｂの明細書等にのみ記載されていない事項については、認められない。よって、誤り。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-37〕　特許を受ける権利等に関して。 

２ 特許法第３４条の３第１項の規定による仮通常実施権に係る特許法第４１条第１項の先の出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載された発明に基づいて特許法第４１条第１項の規定による優先権の主張があったときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、当該優先権の主張を伴う特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものと常にみなされる。 

（×）　第３４条の３第５項ただし書。当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでないので、「常にみなされる」のは間違い。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十四条の三 
６  　仮通常実施権に係る特許出願について、第四十四条第一項の規定による特許出願の分割があつたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、当該特許出願の分割に係る新たな特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものとみなす。ただし、当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-59〕　特許権及び実施権に関して。

３ 甲は特許出願Ａをし、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について乙に仮通常実施権を許諾した。その後、甲はＡを分割した新たな特許出願Ｂをして、Ｂについて特許権を取得した。このとき、乙に対し、当該取得した特許権について通常実施権が許諾されたものとみなされることはない。 

（×）　第３４条の３第６項。Ａを分割した新たな特許出願Ｂについても仮通常実施権が許諾されたものとみなされる。また、第３４条の３第２項の規定により、当該取得した特許権について通常実施権が許諾されたものとみなされる。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆　【予想問題】

第三十四条の三
８  　実用新案法第四条の二第一項 の規定による仮通常実施権に係る実用新案登録出願について、第四十六条第一項の規定による出願の変更があつたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、当該出願の変更に係る特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものとみなす。ただし、当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

９  　意匠法 （昭和三十四年法律第百二十五号）第五条の二第一項 の規定による仮通常実施権に係る意匠登録出願について、第四十六条第二項の規定による出願の変更があつたときは、当該仮通常実施権を有する者に対し、当該出願の変更に係る特許出願に係る特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものとみなす。ただし、当該設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]　特許権及び実施権に関して。

１　甲は特許出願Ａをし、その特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について乙に仮通常実施権を許諾した。その後、甲はＡを意匠登録出願Ｂに変更した。この場合、乙の仮通常実施権は消滅する。

（×）　第３４条の３　第９項。当該仮通常実施権の設定行為で定めた範囲内において、仮通常実施権が許諾されたものとみなされる。

※ありとあらゆる出願のケースにおいて、仮通常実施権にはみなし規定がある。

・第３４条の３第５項　⇒　第４１条　国内優先権主張の主張を伴う特許出願

・第３４条の３第６項　⇒　第４４条　特許出願の分割に係る新たな特許出願

・第３４条の３第８項　⇒　第４６条　変更出願（実用新案登録出願から）

・第３４条の３第９項　⇒　第４６条　変更出願（意匠登録出願から）

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第三十四条の三 
１０  　仮通常実施権は、その特許出願について特許権の設定の登録があつたとき、その特許出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下されたとき又はその特許出願について拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定したときは、消滅する。 

１１  　前項に定める場合のほか、前条第四項の規定又は第七項本文の規定による仮通常実施権は、その仮専用実施権が消滅したときは、消滅する。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-15〕　特許を受ける権利等に関して。 

４ 仮専用実施権者が、その仮専用実施権に基づいて取得すべき専用実施権について、他人に仮通常実施権を許諾した場合、その仮専用実施権が消滅しても、当該仮通常実施権は消滅しないことがある。

（×）　第３４条の３第１１項。第３４条の２第４項の仮通常実施権は、仮専用実施権が消滅したときは、消滅する。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　【予想問題】

（登録の効果） 

第三十四条の四  　仮専用実施権の設定、移転（相続その他の一般承継によるものを除く。）、変更、消滅（混同又は第三十四条の二第六項の規定によるものを除く。）又は処分の制限は、登録しなければ、その効力を生じない。 

２  　前項の相続その他の一般承継の場合は、遅滞なく、その旨を特許庁長官に届け出なければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　仮専用実施権に関して。

１　仮専用実施権の設定は、登録しなければ、その効力を生じない。

（○）　第３４条の４。仮専用実施権は、専用実施権と同様に、登録対抗制度を採用している。

★★☆☆☆☆☆☆☆☆

（仮通常実施権の対抗力） 

第三十四条の五  　仮通常実施権は、その許諾後に当該仮通常実施権に係る特許を受ける権利若しくは仮専用実施権又は当該仮通常実施権に係る特許を受ける権利に関する仮専用実施権を取得した者に対しても、その効力を有する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-19〕　仮通常実施権に関して。

(ﾎ) 仮通常実施権者は、その仮通常実施権の許諾後に、かつ、その仮通常実施権の許諾が された特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権の設定登録がされるよりも前に、当該特許を受ける権利を取得した者に対しても、その効力を有する。

（○）　第３４条の５。仮通常実施権の対抗力には、通常実施権と同様に、当然対抗制度を採用している（第９９条参照）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-12〕　特許を受ける権利等に関して。 

５ 甲が自己の特許を受ける権利に基づいて取得すべき特許権について、乙に仮通常実施権を許諾した後、乙は、甲の承諾を得て当該仮通常実施権を丙に譲渡した。その後、甲は、当該特許を受ける権利を丁に譲渡した。このとき、丙がその仮通常実施権について丁に対抗することができる場合はない。

（×）　第３４条の５。仮通常実施権の対抗力には、通常実施権と同様に、当然対抗制度を採用している（第９９条参照）。

《改訂履歴》
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・そのほか、誤記等の補正

[2016.04.02] ver.2c　発行
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[2016.05.05]　Ver.2d 発行
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　準第４４条第２４項で遡及する　⇒　準第４４条第２項で遡及する

・第１８条の２第１項の〔H25-31〕

　解答の理由を、Ｈ２７法改正に対応させた。
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